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Ⅰ．はじめに

政府間税競争（tax competition）の理論は，１９８０

年代後半以降急速に発展し，今や公共経済学に

おける主要な１分野として確立されるに至った。

その主たる分析対象は，大まかに言えば，“地

要 約
本稿の目的は，政府間税競争に関する主要な研究成果を体系的に整理することである。

税競争理論は，“課税ベースの地域間移動が地方公共政策に与える影響”を分析するもの

であり，公共経済学の中でも１大研究分野として位置づけられている。税競争文献には様々

な形態の地域間移動性や政策手段を想定した分析が含まれているが，本稿では，移動可能

な事業用資本への課税を想定した資本税競争に関する理論研究を中心に取り上げていく。

この研究において“標準的”議論として認知されているのは，“地域間で資本誘致競争が

展開される結果として，地方政府によって選択される資本税率・公共支出水準は効率的水

準よりも低くなる”というものである。本稿では，この議論を理論的に証明した研究とし

て知られる Zodrow and Mieszkowski（１９８６，Journal of Urban Economics１９，３５６－３７０）及

びWilson（１９８６，Journal of Urban Economics１９，２９６－３１５）の資本税競争モデルを概観

した後に，この理論モデルの拡張に関わる研究を包括的に紹介する。これらの研究では，

利用可能な税政策や経済的状況に関する様々な前提条件の下で，課税ベース移動性に直面

する地方政府の政策選択が詳細に検討されている。また，分権的政策決定が経済全体の資

源配分や住民厚生に与える影響についても多角的研究が進められており，“過小課税・公

共支出”とは異なる形態の資源配分非効率性が発生するケースや，逆に税競争が住民厚生

の観点から有益であるケースも確認されている。更に，本稿のレビュー範囲には，税競争

モデルに基づく政府間財政移転や地域間協調の研究も含まれている。特に地域間協調につ

いては，最近の研究動向として，その有効性や維持可能性に疑問を投げかける内容の分析

も多く見られる。

＊１ 本稿の作成にあたり，本特集号の各執筆者から建設的批判・助言を賜った。ここに記して感謝の意を表
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域経済の開放性が地方公共政策に与える影響”

である。各地域は財貿易や生産要素・人口移動

を通じて密接に連関しており，地方公共政策の

効果は当該地域のみならず，これらの経済連関

を通じて他地域に波及していく。程度の差こそ

あるものの，膨大な国際貿易額や資本移動量に

示されるように，同様の現象は国際的にも存在

する。特に，EUや NAFTAに代表される国際

的経済統合の進展は，各国の財政・金融を含め

た経済政策全般に大きな影響を及ぼすであろう。

税競争研究には多種多様な分析が含まれるが，

その大部分は地域経済の開放性に伴う諸影響の

中でも特に“課税ベースの移動性”に焦点を当

てている１）。この移動性が地方公共政策に与え

る影響については，Oates（１９７２）による著名

な先駆的研究がある。彼が分析しているのは，

地域間移動可能な事業用資本への源泉地課税に

よって引き起こされる“資本税競争（capital tax

competition）”である２）。資本移動の下では，地

方政府は課税ベースの流出を恐れて税率を切り

下げる誘因を持つ。このため，効率的公共支出

に必要な税収が得られなくなり，資本移動が存

在しない場合に比べて住民厚生は低くなる３）。

Oates（１９７２）の（直観的）議論は，Zodrow and

Mieszkowski（１９８６）とWilson（１９８６）（以降，

本稿では Z−M−Wと表記）によって精緻な経

済理論モデルとして体現された。これらの論文

は，税競争文献の中でも資本税競争モデルの雛

型として，以降の様々な関連研究の基礎になっ

ているものである。

本稿の目的は，Z−M−W以降の資本税競争分

析を中心として，税競争理論の発展・展開をレ

ビューすることである。Ⅱ節では Z−M−Wの

基本的フレームワークを紹介する。そして，様々

な形態の税競争分析を簡潔に整理した上で，本

稿におけるレビューの対象・範囲を明確にする。

Ⅲ～Ⅶ節では，Ⅱ節で提示される個別のトピッ

クについて，主要論文や最近の研究動向の紹介

を行う。最後に，Ⅷ節で全体のレビューのまと

めを行う。

Ⅱ．Z−M−Wモデルと税競争理論の展開

Ⅱ－１．Z-M-Wモデル

Z−M−Wのフレームワークは，地域間移動可

能な資本と地域間移動しない生産要素（土地や

労働）によって民間財・地方公共財が生産され

る経済を理論モデル化したものである４）。経済

全体で資本供給が一定である（消費・貯蓄選択

の捨象）ことや，各地域内で移動不可能な要素

の供給が固定されていることに加えて，モデル

の主な特徴として①多数の同質的小地域・同質

的住民からなる経済，②資本への源泉地課税に

よる地方公共財の供給，③人口移動の不在，④

地元住民による移動不可能要素の所有，⑤地方

１）Wilson and Wildasin（２００４）が指摘するように，最近では課税ベースの移動性に関係なく，税・支出政策
を通じた政府間非協調ゲーム一般を税競争と位置づける傾向がある。このようなケースでは，“財政競争（fis-

cal competition）”という表現も使われている。
２）資本が地域間で移動可能な場合，その課税方法として“源泉地課税（投資・生産地での課税）”と“居住
地課税（資本所有者の居住地での課税）”の２形態が考えられる。本稿全般において主に扱うのは前者の課
税形態であり，特に断りがない限り，資本税は源泉地原則に基づく課税を意味している。

３）ここで税競争文献において屡々引用される彼の議論を提示しておく（Oates１９７２，p.１４３を参照）。“The result

of tax competition may well be a tendency toward less than efficient levels of output of local services. In an attempt

to keep taxes low to attract business investment, local officials may hold spending below those levels for which mar-

ginal benefits equal marginal costs，particularly for those programs that do not offer direct benefits to local business.”
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政府による地元住民の厚生最大化などが挙げら

れる。また，課税ベース移動性の影響に焦点を

当てるために，資源配分非効率性を生み出す他

の要因は一切捨象されている。

地域間資本移動の下では，より高い所得を求

めて投資先が選択される結果として，全地域で

資本純収益率が均等化される。“小地域”の前

提は，各地域が経済全体の資本市場において価

格支配力を持たず，プライス・テイカ―である

ことを意味する。Z−M−Wは，“同質地域”の

前提によって，全地域が同じ資本税率・地方公

共財供給量を選択する“対称均衡”に分析を限

定している５）。地域間資本配分の非効率性や地

域間・住民間の公平性に関わる問題は捨象され

ており，分析対象は Oates（１９７２）が議論した

ような各地域内における過小課税・公共支出の

問題に絞られている。

資本移動に直面する地方政府の行動は，その

政策変数と地域資本量との関係に大きく左右さ

れる。Z−M−Wモデルにおける地方資本税率と

地域資本量との関係は，資本需要者である企業

の利潤最大化１階条件から導出される。税率を

資本１単位当たりの負担として表現する場合，

この条件は

資本の限界生産力＝資本純収益率＋資本税率

になる。増税は資本粗収益率を高めることで（限

界生産力逓減を通じて）企業の資本需要を下落

させる。他域の政策を与件として，税率・資本

量の負相関を考慮した上で，各地方政府は住民

厚生を最大化するように資本税率・地方公共財

供給を決定する。税競争均衡における地方公共

財供給の１階条件は，

公共財限界便益＝限界費用－資本税収の変化

になる６）。右辺の“資本税収の変化”は，限界

的増税・公共支出増に伴う税収変化を均衡税率

で評価したものを指す（資本の減少量×均衡税

率）。この条件が示すように，各地方政府は課

税ベースの減少を増税に伴う政策コストとして

認識している。均衡では“限界便益＞限界費用”

が成立するため，両者を均等化する効率的資源

配分と比べて地方公共財供給・資本税率は過小

になる７）。

この非効率性の直観的説明として代表的なの

は，Wildasin（１９８９）の“地域間財政外部性（fis-

cal externality）”に基づく議論である８）。増税に

伴う資本流出は各地方政府にとって厚生ロスで

４）このフレームワークに関する説明については，Wilson（１９９９）及び Zodrow（２００３）を参照せよ。本稿では
Zodrow and Mieszkowski（１９８６）とWilson（１９８６）を（Z−M−Wと呼ぶことで）一括して扱っているが，前
者は地方公共財・公共要素（それぞれ効用・生産関数の独立変数）を両方とも分析しているのに対して，後
者は地方公共財のみを扱っている。本稿では必要に応じて地方公共要素を含む税競争モデルにも言及するが，
関連研究についての包括的レビューは含まれていない。（この点については，本特集号の小川論文を参照せ
よ。）また，両論文には，Zodrow and Mieszkowski（１９８６）が１生産部門モデルであるのに対して，Wilson（１９８６）
は地域間貿易財・非貿易財産業及び公共生産部門からなる３部門モデルであるという相違点もある。（１部
門モデルでは，民間財と地方公共財は一定の比率で互いに変換可能であると前提される。）しかしながら，
生産部門のモデル構造に関係なく両者のエッセンスは基本的に同じなので（但し書きとして脚注７を参照），
本節の議論では比較的シンプルな Zodrow and Mieszkowski（１９８６）の１部門モデルを想定している。本節以
降でも，Z−M−Wモデルに言及する場合，具体的には Zodrow and Mieszkowski（１９８６）のモデルを指してい
ると考えても差し支えはない。

５）Z−M−Wモデルにおける均衡の存在証明を行っている Bucovetsky（２００３a）によれば，同質地域の前提は非
対称均衡の存在を必ずしも排除しない。（税競争均衡の存在に関する他の研究として，Laussel and Breton１９９８
や Bayindir−Upmann and Ziad２００５がある。）なお，対称均衡において各地域の資本量はその賦存量に等しくな
るが，（メイン・テキストで論じられるように）非協調的に行動する各地方政府は，自らの資本税率変化が
地域資本量に与える影響を考慮して政策決定を行う。

６）この１階条件は便宜上簡略化したものであるが，議論の本質には影響しない。

政府間税競争の理論
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あるが，他域は資本流入を通じた利益を享受し

ている。非協調的に行動する地方政府は，他域

住民の厚生を政策決定上考慮しないので，経済

全体の観点から見て過小な税率・支出水準を選

択してしまう。課税ベース移動性が唯一の非効

率性要因である Z−M−Wモデルでは，この外

部利益は他域の資本税収の増加に等しい。資本

流入は限界生産力分の生産物を生み出すのに対

して，資本利用の機会費用は純収益率で与えら

れる。この差，つまり資本税率が資本流入１単

位当たりの外部利益に対応する。このことは，

上記の公共財供給の１階条件により，限界便益

と限界費用の差が財政外部性に等しいことを意

味する９）。

Ⅱ－２．税競争理論の展開と本稿におけるレビ

ューの範囲

Oates（１９７２）と Z−M−W以来，資本税競争

の研究は税競争文献で大きなシェアを占めてい

るものであるが，別形態の税競争を扱う研究も

数多く存在する。主な例としては，メトロポリ

タン・モデル（metropolitan model），消費税競

争（commodity tax competition），国際的課税問

題に関わる研究，垂直的税競争（vertical tax com-

petition）などが挙げられる１０）。

メトロポリタン・モデルは，Tiebout （１９５６）

の人口移動に関する分析から派生した分野と位

置づけられるものである。資本税競争モデルが

事業用資本の誘致競争を想定しているのに対し

て，このモデルでは住宅生産部門が導入されて

住宅用資本への課徴が想定されている。その主

たる研究課題は，地域間人口移動が地方公共政

策に与える影響である１１）。

消費税競争は，Mintz and Tulken（１９８６）に

よる先駆的研究以降，資本税競争と同様に多数

の研究が蓄積されてきた分野である。この分野

のモデルでは，地域間貿易財への原産地課税が

想定され，地域境界を跨いだ消費行動（cross−

７）Zodrow and Mieskowski（１９８６）の１生産部門モデルでは，１階条件に基づいて税競争均衡と効率的配分状
態の間で税率・支出水準の比較が可能である。しかしながら，この比較はWilson（１９８６）の３部門モデルに
は当てはまらない。（最適課税・公共支出の理論から知られているように，“限界便益＞限界費用”の１階条
件が過小供給を意味するとは限らない。）代替的アプローチとして，Wilson（１９８６）は，“全地域一律の政策
変化がもたらす厚生効果”によって均衡の性質を判定している。彼のモデルでは，要素代替の弾力性等のパ
ラメーターが経験的に合理的な範囲内にある限り，対称均衡からの一律的資本増税によって住民厚生は高く
なることが示されており，均衡税率・公共財供給は過小であると判定される。このアプローチは，同質地域
モデルに基づく税競争研究において屡々活用されている分析手法である。

８）税競争を含む広範な観点から地方政策の非効率性と地域間外部性を関連づけた研究として，Gordon（１９８３）
や Dahlby（１９９６）がある。

９）財政外部性理論は，Wilson（１９８６）が検討した“全地域一律の政策変化”の厚生効果（脚注７を参照）に
も関連づけられる。一律増税の厚生効果は（a）自域の税率上昇がもたらす効果と，（b）他域の税率上昇がも
たらす効果に分けることができる。（b）は財政外部性に対応し，均衡では（a）がゼロになるように政策選択
が行われる。従って，一律政策変化の厚生効果は財政外部性の厚生効果に等しい。

１０）この分類は必ずしもすべての税競争研究を網羅するものではない。資本税競争を含む税競争文献全般を包
括的に解説したものとして，Wilson（１９９９）の展望論文がある。また，レビュー範囲は限定的であるが参考
になる展望論文として，Cremer and Pestieau（２００４），Zodow（２００３）やWilson and Wildasin（２００４）がある。

１１）“メトロポリタン・モデル”は，人口移動モデルを包括的に整理・検討したMieszkowski and Zodrow（１９８９）
によって導入された分類・呼称である。この分野には，Tiebout（１９５６）の“足による投票（voting with one’s

feet）”に関連する研究のみならず，（Epple and Zelenitz１９８１や Henderson１９８５，１９９４，１９９５に代表されるよう
な）住民間の選好非同質性に拘らない人口移動モデルも含まれている。他方，Z−M−Wのような事業用資本
を想定したモデルは，“リージョナル・モデル（regional model）”と呼ばれる。この区分の背景には，メトロ
ポリタン・モデルが都市圏内での居住地選択を想定する一方で，リージョナル・モデルは広域な経済圏内の
要素移動を想定しているという違いがある。

政府間税競争の理論
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border shopping）や生産者・企業の地域間移動

によって引き起こされる政府間競争が検討され

ている１２）。

国際課税に関する代表的トピックは，多域に

跨る投資の２重課税（源泉地・居住地）問題で

ある。Hamada（１９６６）や Bond and Samuelson

（１９８９）を端緒として，税額・所得控除等の２

重課税調整（double tax convention）を導入し

た政府間非協調ゲームの研究が展開されてきた。

他のトピックとして，多国籍企業に関する移転

価格（transfer pricing）税制や課税所得の定式

配分（formula apportionment）の研究がある１３）。

垂直的税競争は，異なるレベルの政府（中央

・地方）の課税ベース重複に起因するものであ

り，移動可能な課税ベースをめぐる政府間競争

（垂直的競争との区分上，“水平的税競争（hori-

zontal tax competition）”と呼ばれる）とは根本

的に形態が異なる。その先駆的研究である

Flowers（１９８８）は，課税ベースの重複に伴う

過大課税の問題を指摘した論文である。税率と

課税ベースが負相関である限り，増税は他のレ

ベルの政府の税収を下落させることで負の政府

間外部性を引き起こす１４）。

これらの形態毎の分類とは別に，１つの主要

なトピックとして再分配政策が挙げられる。税

競争文献は資源配分効率性に関わる分析を軸に

発展してきたものであるが，地域間人口・要素

移動と分権的再分配政策との関係に着目した研

究も数多く存在する。その“標準的”な議論は，

再分配の受益・負担者の移動や課税ベースとし

ての資本の移動によって再分配政策が抑制され

るというものであり，効率性に関わる過小課税

・公共支出の議論につながるものがある１５）。

このように，税競争文献は多種多様な研究か

らなるものであるが，本稿では Z−M−Wによ

って基礎が確立された資本税競争理論の発展・

展開をレビューしていく。Z−M−Wモデルは

様々な方向に拡張されているが，その主要なト

ピックとして（A）地域規模が税競争に与える

影響，（B）資本税を含めた複数の税が利用可

能なケース，（C）人口移動が存在するケース，

（D）税競争以外の非効率性要因が存在するケ

ース，（E）政府間財政移転や地域間協調の分

析が挙げられる。次節以降，これらのトピック

毎に主な研究を紹介していく。

なお，本稿で紹介される論文には，資本税競

争とは別形態の税競争に関するものも含まれて

いる。税競争文献では，先に列挙した分野の中

で複数に跨る研究が多くなってきており，文献

内でのボーダレス化が進行しつつある。また，

１２）開放経済における消費課税方式として，生産地で課税を行う原産地原則課税と消費地で課税で行う仕向地
原則課税がある。消費税競争に関する主要な研究成果については，Lockwood（２００１）を参照せよ。Lockwood

（２００１）以降の最新研究として，Ohsawa（２００３）や Lucas（２００４）が挙げられる。
１３）国際課税関係の研究全般については，Hines（１９９９）及び Gresik（２００１）の展望論文が参考になる。２重課
税に関する最新の税競争研究には，Davies（２００３）や Davies and Gresik（２００３）がある。企業内取引に関わ
る移転価格税制については，Elitzur and Mintz（１９９６）が先駆的な税競争研究として知られている。売上・事
業用資産・労働コストなどに基づく課税所得の定式配分については，税競争文献における基本的論文として
Gordon and Wilson（１９８６）が挙げられる。

１４）課税ベースの地域間移動と重複に起因する外部性は，それぞれ水平的・垂直的財政外部性と呼ばれて区分
されている。（本稿では特に断らない限り，税競争・財政外部性はそれぞれ水平的税競争・外部性を指す。）
垂直的税競争に関する展望論文として，Keen（１９９８）を参照せよ。最近の研究には，垂直的税競争に伴う過
小課税の可能性を指摘したものも含まれている。この点について，課税ベースの重複が部分的であるケース
についての Hoyt（２００１）の分析や，重複課税対象である財の生産者に従価税が課せられるケースを検討した
Dahlby and Wilson（２００３）を参照せよ。

１５）地域間移動性と再分配政策に関する研究については，Cremer, Furgeaud, Leite−Monterio, Marchand and Pes-

tieau（１９９６）及び Cremer and Pestieau（２００４）によるレビューや本特集号の林論文を参照せよ。これらの論
文では，税競争が分権的再分配を抑制しないケースも紹介されている。
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異なる形態の税競争の研究であっても，資本税

競争分析の発展・展開を説明していく上で重大

な含蓄を含んでいるものが見受けられる。この

ため，資本税競争を中心に扱う場合でも，他の

分野に関わる研究に言及せざるを得ない。そこ

で本稿では，必要に応じて（体系的には整理し

ないものの）別形態の税競争に関連する研究に

も触れている１６）。また，税競争文献には効率性

・公平性の両面に関わる研究が多数含まれてい

るが，税競争の規範的側面に言及する場合，本

稿では主に資源配分効率性の観点から議論を展

開する。

Ⅲ．地域規模の影響と非同質地域間の税競争

本節では，Z−M−Wの同質小地域の前提を緩

和した研究を取り上げる。経済が有限数の大地

域からなる場合，各地域は資本市場において価

格支配力を持つ（つまり，プライス・メイカー

である）。単一地域の資本増税は，他域におけ

る資本供給を増加させて経済全体の資本純収益

率を下落させる１７）。大地域間の税競争を分析し

た研究には，同質地域モデルに基づくものと非

同質地域モデルに基づくものがある。前者の研

究における主要なトピックは，地域規模と税競

争均衡との関係である。後者の研究について，

税競争文献で幅広く受け入れられてきたのは，

規模の小さい地域が税競争で優位に立つという

“小地域のメリット”に関する議論である。し

かしながら，最近の研究では，生産に関する規

模の経済性を導入した分析や大企業誘致をめぐ

る補助金競争の分析，更には“集積経済性（ag-

glomeration）”の理論と税競争理論との融合を

通じて，小地域のメリットを覆す結果が導き出

されている。

Ⅲ－１．同質・大地域モデル

Wildasin（１９８８）によれば，大地域モデルに

おける税競争均衡の性質は，政府間ナッシュ・

ゲームの戦略変数に依存する。互いに他域の資

本税率（公共支出）を与件として行動する“税

ゲーム（支出ゲーム）”のケースでは，各地方

政府の持つ予想は“自域から資本が流出すると，

課税ベースが増える他域の政府は支出増（減税）

によって予算制約を保つ”というものになる１８）。

同質地域間の対称均衡では，戦略変数に関係な

く税率・支出水準は過小になるが，支出ゲーム

の方が住民厚生は低い。このゲームの下では，

他域の税率を与件として増税が資本流出を引き

起こすのに加えて，“減税で予算制約を保つ”

という他地域の反応が更なる資本流出を引き起

こす。これに対して，資本の生産性に影響しな

い地方公共財を想定する場合，税ゲームにおけ

る“支出増で予算制約を保つ”という反応は，

このような追加的資本流出を引き起こさない。

従って，支出ゲームの方が資本増税に対する課

税ベースの弾力性は大きくなるので，地方政府

１６）特に Tieboutモデルと垂直的税競争については，本稿では独立した節を設けて資本税競争と統合された研
究を扱っている（Ⅴ－３節及びⅥ－３節を参照）。

１７）各地域の資本税率と資本純収益率の負相関は，資本市場均衡条件（全地域の資本需要合計＝全地域の資本
賦存合計）とⅡ－１節で提示した各地域における企業利潤最大化条件（各地域の資本需要を決定する式）の
比較静学によって確認できる。

１８）Z−M−Wのような小地域モデルでは，資本市場における各地域のシェアは十分に小さいため，各地方政府
は自域からの資本流出が他域の予算制約に直接影響するとは認識していない。このため，他域の税率・支出
水準をいずれも与件として扱う。
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はより低い税率・公共支出水準を選択する１９）。

Hoyt（１９９１a）は，同質・大地域間の税競争

均衡と地域数との関係を検討した論文である。

彼の議論を端的に言えば，“大地域間の資本税

競争と小地域間の競争とを比較すると，後者の

方がより大きな厚生ロスにつながる”というこ

とである。経済における地域数が少ないほど，

Z−M−Wが指摘するような“過小課税・公共支

出”の傾向が緩和されて，住民厚生は高くなる。

この議論は，資本市場における価格支配力と課

税ベースの弾力性との関係に基づく。大地域の

ケースでは，資本増税の効果は資本純収益率の

下落によって部分的に吸収されるので，資本需

要を決定づける粗収益率の上昇は抑えられる。

これに対して，資本純収益率を与件とする小地

域のケースでは，資本増税は粗収益率を同額だ

け押し上げる。資本市場における価格支配力が

強いほど増税に伴う純収益率の下落は大きくな

り，域内資本需要の下落は小さくなる。これに

伴って，地方政府が直面する課税ベースの弾力

性は低下する。地域数の減少は，各地域の資本

シェアを増加させて価格支配力を強化するので，

資本税競争に伴う非効率性は緩和されることに

なる２０）。

Ⅲ－２．非同質・大地域モデル

非同質・大地域モデルの特性として留意すべ

き点は，Wildasin（１９８９）の財政外部性とは別

形態の地域間外部性の存在である。この外部性

は，DePater and Myers（１９９４）の研究以来，“地

域間金銭的外部性（pecuniary externality）”と

呼ばれている。同質地域間の対称均衡とは異な

り，非同質地域間の非対称均衡では，地域間税

率格差に応じて資本移動が起きる。各地域が資

本市場で価格支配力を持つ場合，資本輸出（輸

入）地域は資本助成（課税）によって資本純収

益率を高める（低める）誘因を持つ。この戦略

的行動によって生ずる地域間所得移転が金銭的

外部性に対応するものであり，地方公共政策を

歪める要因になる２１）。

非同質・大地域に関する税競争研究で強い関

心を集めてきたのは，相対的小地域の優位性に

関わる議論である。この議論に関する先駆的研

究として知られる Bucovetsky（１９９１）とWilson

（１９９１）によれば，資本税競争の下で人口規模

の小さい地域が相対的に高い住民厚生を得る。

彼らのモデルは人口規模のみが異なる２つの地

域からなり，この格差は地域間の要素賦存量の

格差のみに反映されている２２）。このモデルには

１９）本特集号の小川論文には，支出ゲームに関するより詳細な説明が含まれている。ここでは，Wildasin（１９８８）
を拡張した研究を幾つか提示しておく。Wildasin（１９９１）は，ナッシュ・ゲームにおける戦略変数の選択を
内生化した研究である。税・支出ゲームの比較検討については，地方公共要素を導入した資本税競争モデル
に基づく Bayindir−Upmann（１９９８）の分析や，メトロポリタン・モデルに基づく Hoyt（１９９３）の分析がある。
また，地域間人口移動の下での再分配政策について，Hindriks（１９９９）は，政府間ゲームの戦略変数（高所
得者への税あるいは低所得者への補助金）に応じてナッシュ均衡の性質が異なることを示している。このよ
うに，大地域モデルについては戦略変数に着目した研究も見られるが，（本節で取り上げる Hoyt１９９１aを含
めて）税競争文献において主に検討されているのは税ゲームである。

２０）大地域モデルでは，小地域モデルと比べて単一地域の生み出す外部効果は大きいので，財政外部性の観点
からみて税競争の歪みがより大きいと思われるかも知れない。しかしながら，Hoyt（１９９１a）の議論は，“大
きな外部性を生む少数の地域”と“小さな外部性を生む多数の地域”を比較すると，後者の方が税競争に伴
う非効率性はより深刻であることを示している。

２１）この議論のエッセンスは，国際経済学における戦略的関税理論と同じである。同様の文脈で資本税政策を
分析した研究として，Ha and Sibert（１９９７）がある。

２２）Bucovetsky（１９９１）とWilson（１９９１）では，選好・技術・１人当たり要素（労働・資本）賦存に関する地
域間同質性，地方公共財に関する共同消費性の不在，そして生産に関する規模の経済性の不在（収穫不変）
が前提されている。
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生産・消費に関する規模の経済性が存在しない

ので，より多くの１人当たり資本量を獲得した

地域の住民厚生が相対的に高くなる。そして，

ナッシュ均衡において多くの１人当たり資本を

得るのは，相対的に低い税率を選択する小地域

である。この地域は資本賦存量の小さい地域で

あり，経済全体の資本市場における価格支配力

が弱い。Hoyt（１９９１a）に関して述べたように，

価格支配力の弱い地域は高い課税ベースの弾力

性に直面するため低い資本税率を選択する。結

果として地域間資本配分は歪められることにな

るが，特に人口格差が十分大きい場合には地域

間で税率格差・１人当たり資本量の格差は大き

くなり，小地域の均衡厚生が効率的資源配分状

態の厚生水準を上回る可能性さえある２３）。

小地域のメリットに関する議論は，税競争文

献において幅広く受け入れられてきた２４）。しか

しながら，Haufler and Wooton（１９９９）や Burbidge

and Cuff（２００５）のように，大地域のメリットを

主張する研究もある。Burbidge and Cuff（２００５）

によれば，Bucovetsky（１９９１）とWilson（１９９１）

の資本税競争モデルに生産に関する規模の経済

性（収穫逓増）を導入すると，大地域の均衡厚

生が小地域よりも高くなる可能性がある。地域

規模格差に起因する大（小）地域の資本増（減）

税誘因にも拘わらず，収穫逓増のメリットを追

求して，資本は人口・労働供給の多い大地域に

移動するかもしれない。収穫逓増の程度が強い

場合には，大地域における生産規模は大きくな

り，この地域の住民厚生が相対的に高くなる２５）。

Haufler and Wooton（１９９９）は，資本税競争

とは異なる文脈において，大地域のメリットを

より明確に主張した研究である。この論文は，

移動可能な（財市場における）独占企業を誘致

しようとする２地域間のナッシュ・ゲームを分

析したものである。補助金交付によって独占企

業を誘致することで，財の輸入に伴う地域間貿

易費用を負担しなくても済む。このモデルでは，

地域間人口格差は財市場規模の格差を生み出し，

この格差は貿易費用の存在と相まって大地域の

メリットを生み出す。両地域で補助金が同じで

あれば，貿易費用の存在に伴う生産者価格・利

潤の低下を避けるために，独占企業は市場規模

の大きい地域へ移動する。また，一定の補助金

を支出するに当たり，大地域の住民１人当たり

の負担は小地域よりも少ない。これらの議論は，

大地域が補助金競争の勝者であることを意味す

る２６）。Haufler and Wooton（１９９９）における大

地域のメリットの根源は，人口規模格差と貿易

費用によって生ずる“立地のレント”に求めら

２３）非同質地域間の資本税競争に関しては，Hwang and Choe（１９９５）と Peralta and Ypersele（２００５）のように，１
人当たりの資本賦存の格差を考慮した研究もある。このケースでは，資本賦存の多い地域が低い資本税率を
選択する傾向があり，この地域で均衡厚生は相対的に高くなる。（資本増税は純収益率を下落させて住民の
資本所得を減ずるので，資本賦存の多い地域ほど増税の厚生コストは高い。）他方で，１人当たり賦存の格
差と人口格差を同時に考慮した場合，必ずしも明快な結論は得られない。例えば，１人当たり資本賦存と人
口がいずれも多い地域では，これらの格差が逆方向の税率操作誘因を与える（人口⇒高税率；１人当たり賦
存⇒低税率）。

２４）人口格差に起因する小地域のメリットは，Kanbur and Keen（１９９３）の消費税競争モデルにも当てはまる。
彼らのエッセンスは Bucovetsky（１９９１）とWilson（１９９１）と同様であり，相対的大・小地域が直面する課税
ベース弾力性の格差に基づくものである。

２５）この場合，地域間税率格差によって１人当たり資本量は小地域の方で大きいかも知れないが，大地域は相
対的に多い資本総量を獲得して収穫逓増のメリットを享受している。

２６）つまり，均衡立地は“最大限拠出可能な補助金”が大きい大地域である。最大補助金は，“（補助金交付に
よって）企業誘致した場合の住民厚生と誘致しない場合の厚生を均等化するような補助額”として定義され
る。他方，均衡において大地域の選択する補助金は，“小地域の最大補助金を与件として，独占企業を自地
域に留めおく最小額”である。Haufler and Wooton（１９９９）の議論で興味深いのは，（メイン・テキストで言
及される）大地域における立地のレントに起因して，この地域の均衡補助金が負になり得ることである。
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れる。このレントが存在する場合，地域間税率

・補助率格差が課税ベースの移動を決定づける

とは限らない。

Haufler and Wooton（１９９９）の分析は，均衡

の規範的性質についても資本税競争モデルとは

異なる含蓄を有する。Bucovetsky（１９９１）及び

Wilson（１９９１）では，税競争は地方公共政策の

みならず地域間資本配分も歪める。他方，Hau-

fler and Wooton（１９９９）では，均衡企業立地は

効率的であり，課税ベース移動性に伴う歪みは

大地域の補助金政策に反映される２７）。非協調的

に政策決定が行われると，政府間競争によって

企業誘致に必要な補助金が高くなる（脚注２６の

ような負の補助金の場合，企業を留めおける税

率が低くなる）ので，大地域の住民は過大な財

政負担を強いられることになる２８）。

Ⅲ－３．集積の経済性

Haufler and Wooton（１９９９）のように立地の

レントを考慮した税競争分析として，Kind,

Knarvik and Schjelderup（２０００），Ludema and

Wooton（２０００），Andersson and Forslid（２００３），

Baldwin and Krugman（２００４）らの集積経済モ

デルがある２９）。このモデルの特徴は，同質地域

のケースでも地域間貿易費用と非競争的企業の

存在が立地のレントを生み出すという点にある。

“事前的”同質地域の前提の下では，貿易費用

の大きさに応じて２種類の均衡が生じ得る。１

つは，全地域で税率が等しく，移動可能な課税

ベースが全地域に均一に分布する対称均衡であ

る。もう１つは，移動可能な課税ベースが１地

域に集中する“集積均衡（非対称均衡）”であ

り，集積地域において立地のレントが発生する。

この議論は，集積地域を“事後的”大地域とみ

なすならば，大地域のメリットを主張するもの

と捉えることが可能であろう。以下では，Bald-

win and Krugman（２００４）に基づいて集積発生

メカニズムと集積地域の優位性について言及す

る３０）。

Baldwin and Krugman（２００４）の２地域モデ

ルは，地域間移動不可能な住民を労働者として

使用する競争的産業と移動可能な独占的競争企

業群から構成されている。課税対象である非競

争的企業群の移動は，消費者としての企業家の

移動をも意味する。企業移動は移動先の地域で

企業間競争による利潤下落圧力を生み出す一方

で，その地域で生産される財の種類と消費者を

増加させて財市場規模を拡大する。前者の効果

は集積を阻害するが，後者は立地のレントを生

み出して更なる移動・集積を促進する。集積を

阻害・促進する圧力の相対的強さは，地域間貿

易費用に依存する。集積経済モデル一般の傾向

として，費用がゼロあるいは極めて高くない限

り，集積圧力は相対的に強くなり，集積均衡が

発生することが知られている。貿易費用の存在

しないケースでは，そもそも集積のメリットは

２７）Bucovetsky（１９９１）及びWilson（１９９１）の分析では，大地域において地方公共財の過小供給が生ずる一方
で，過大な資本量を抱える小地域については過大供給の可能性が否定できない。Burbidge and Cuff（２００５）
でも均衡資本配分は非効率であるが，資本税競争下の支出非効率性に関する明快な結論は得られない。Haufler

and Wooton（１９９９）における立地効率性の議論は，企業誘致をめぐる地域間のオークション的な競争を分析
した Black and Hoyt（１９８９）や King, McAfee and Welling（１９９３）に関連するものと位置づけられる。

２８）Haulfer and Wooton（１９９９）のモデルでは，企業誘致競争を行う地域の住民は企業所有権を持たない。従っ
て，非協調的政策決定に伴う補助金負担の増加あるいは税収の下落は，住民から企業への所得移転になる。

２９）集積経済性を導入した分析は，税競争文献における新展開として注目されている。本稿ではこれらの研究
を Haufler and Wooton（１９９９）に関連づけて議論しているが，Wilson and Wildasin（２００４）には集積経済モデ
ルに関する多角的な考察が含まれている。

３０）ここでの議論は Baldwin and Krugman（２００４）に基づいているが，本節初頭で列挙した論文は（具体的な
モデル構造がそれぞれ異なるものの）本質的に同じ集積発生メカニズムを包含するものである。集積発生メ
カニズムの基礎理論については，Krugman（１９９１）を参照せよ。
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存在しない。費用が高いケースでは，集積地域

からの財輸出が困難であるため集積のメリット

は失われる。この両極端なケースの中間的貿易

費用の値において，立地のレントは最大にな

る３１）。

立地のレントが発生する集積均衡では，集積

地域の厚生が非集積地域よりも高い３２）。レント

が大きいほど，移動可能な課税ベースを引き留

めつつ高い税率を課すことができる。しかしな

がら，Haufler and Wooton（１９９９）の単一企業

モデルと同様，全地域で協調的政策決定が行わ

れる場合と比較して，集積地域は集積状態を維

持するために低い税率の選択を迫られる。集積

地域では企業立地に伴う潜在的厚生ゲインが存

在するが，税競争はこのゲインの実現を妨げて

いると言える３３）。

Ⅳ．複数の税が利用可能なケース

Z−M−Wモデルでは，地方政府の利用可能な

税は源泉地資本税に限定されている。本節では，

この税に加えて，各地域内の労働・資本供給に

影響する非中立的税（労働税や居住地資本税）

を導入した研究を取り上げる３４）。これらの研究

の特徴は，複数の税を想定することで源泉地資

本税の使用が内生的に決定されることである。

特に，居住地資本税は資本移動に伴う非効率性

を解消する政策手段として注目されており，そ

の実施に必要な政府間の情報交換についても検

討が加えられている。また，本節では，複数税

に関連する最近の税競争分析として，課税ベー

ス移動性を考慮した均一課税と差別課税の比較

検討に言及する。

Ⅳ－１．労働・資本課税

源泉地資本税に加えて労働税を導入した税競

争モデルは数多く存在するが，その中でも代表

的論文として知られているのは，Bucovetsky and

Wilson（１９９１，section３），Braid（１９９６）及 び

Keen and Marchand（１９９７）であろう３５）。これら

の論文は同質地域間の税競争に焦点を当てたも

のであるが，それぞれの主張する源泉地資本税

の使用根拠や均衡税率構造は異なる。

Bucovetsky and Wilson（１９９１）の２要 素（労

働・資本）モデルでは，資本市場における各地

域の価格支配力に依存して均衡労働・資本税率

が決定される。価格支配力を持たない小地域の

場合，労働・余暇選択に影響する労働税のみに

３１）立地のレントを貿易費用の関数として表現すると，費用の低い（高い）段階では，レントは費用の増加（減
少）関数になる。

３２）政府間非協調ゲームを検討する際，Baldwin and Krugman（２００４）は税率・税収に依存する一般的地域社会
厚生関数を前提しているが，移動不可能な住民の厚生を最大化するケース（あるいは移動可能な企業家の厚
生を含めた地域社会厚生関数を最大化するケース）にも彼らのエッセンスは当てはまるものと思われる。（こ
れらの政府目的関数は，本節初頭に列挙した他の論文で前提されているものである。）

３３）この議論のエッセンスは，Haufler and Wooton（１９９９）における均衡補助金の決定メカニズム（脚注２６を参
照）と同じである。集積地域は均衡において集積状態を保持できる最大税率を選択するが，この税率は非集
積地域が選択可能な最低税率（集積状態と非集積状態で住民厚生を均等化するような税率）によって制約さ
れる。Baldwin and Krugman（２００４）が示しているように，非集積地域に対してこの地域の最低税率を上回る
ような下限税率（“minimum tax”と呼ばれる概念に対応）を設定することで，非集積地域の厚生を一定に保ち
つつ集積地域の税率及び厚生を高めることできる。

３４）住民の要素賦存が一定である Z−M−Wモデルでは，これらの税は一括固定税になる。
３５）Braid（１９９６）と Keen and Marchand（１９９７）では経済全体の資本供給は一定であるが，Bucovetsky and Wil-

son（１９９１）には消費・貯蓄選択を導入した居住地資本税に関する分析も含まれている（Ⅳ－２節を参照）。
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よって地方公共財が供給される。しかしながら，

同質大地域間の対称均衡では，労働・資本税率

はいずれも正になる。この議論は，Hoyt（１９９１

a）が明らかにした課税ベースの弾力性と資本

市場での価格支配力との関係に基づくものと言

える（Ⅲ－１節を参照）。資本純収益率を与件

として扱う小地域にとって，供給が内生的でも

地域間移動しない労働は，資本よりも相対的に

弾力性の低い課税ベースである。一方で，資本

市場においてプライス・メイカーである大地域

は，小地域のケースよりも低い資本需要の弾力

性に直面するので，労働税のみならず資本税を

使用する誘因をもつ。この議論は，各地域が資

本市場で価格支配力を持つ限り，その力の強弱

に関係なく成立する。つまり，地域数が有限で

あれば，その数に関係なく資本税率は正になる。

Keen and Marchand（１９９７）は，労働・資本・

土地の３要素モデルに基づいて，地方政府によ

って選択される労働・資本税率が土地レント税

率に依存することを示した論文である。彼らの

モデルでは，各地域内の土地供給は一定であり，

土地レント税率は与件とされる。レントへの税

率が１００％である場合，Bucovetsky and Wilson

（１９９１）の小地域のケースのように，均衡資本

税率はゼロになる。土地税によって地方公共財

供給のための財源が確保できない場合でも，補

完財源として労働税のみが使用される。しかし

ながら，土地レント税率が１００％未満である場

合，資本市場でプライス・テイカーである小地

域であっても，労働税に加えて資本税を使用す

る誘因を持つ。

Braid（１９９６）も３要素モデルで土地税の不

完全性に基づいて資本税の使用を説明した研究

であるが，（労働・余暇選択ではなく）地域間

移動による労働供給の内生性を考慮した論文で

ある。彼のモデルでは，居住地選択ではなく“生

産要素としての労働移動（地域境界を跨ぐ通

勤）”が考慮されており，地方政府は労働・資

本への源泉地課税を行う。経済は多数の同質的

メトロポリタン・エリアからなり，各メトロポ

リタンは複数の同質地域から構成される３６）。資

本は全地域間で移動可能であるが，労働移動は

メトロポリタン内に限定される。この移動範囲

の違いから，各地域は資本市場ではプライス・

テイカーである一方で，メトロポリタン内の地

域数が有限であれば労働市場において価格支配

力を持つ。このモデルでは，地域数の増加は，

各地域の価格支配力を減じて労働課税ベースの

弾力性を高めるので，均衡労働税率を低下させ

るとともに資本税率を高める効果を持つ。

以上の複数税を考慮した税競争モデルでは，

労働税の利用可能性によって均衡の非効率性が

解消されるわけではない。いずれの論文におい

ても，資本税の使用を伴う均衡では地方公共財

供給は過小である。その原因は，Z−M−Wモデ

ルと同様，資本移動に起因する地域間財政外部

性に求められる。また，Bucovetsky and Wilson

（１９９１）及び Keen and Marchand（１９９７）では，

労働税のみを使用する場合でも過小供給が生ず

る。これらのモデルでは，地域資本量の増加は

労働・資本の補完性を通じて労働生産性・労働

供給を高める。従って，均衡資本税率がゼロで

あっても，各地域の増税によって引き起こされ

る資本移動は，他域の労働税収への影響を通じ

て正の財政外部性を生み出す。

３６）Braid（１９９６）について留意すべき点を２つ挙げておく。第１に，この論文は“メトロポリタン”という用
語を使用しているが，居住地選択を捨象し事業用資本の移動を想定するので，脚注１１で言及したリージョナ
ル・モデルに属するものである。第２に，彼の分析には，労働・資本税が利用可能なケースに加えて，労働
・財産税（土地・資本への均一課税）が使用されるケースも含まれている。しかしながら，居住地選択が外
生的である限り，両ケースから得られる結論は本質的に同じである。（居住地選択を導入した場合の資本・
財産税の比較については，Ⅴ－１節を参照せよ。）なお，労働移動を導入した別の税競争研究として，通勤
費用を導入した２要素モデル（労働・資本）に基づく Braid（２０００）がある。このモデルでは均衡資本税率は
ゼロであり，地方政府は労働税のみによって地方公共財を供給する。
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Ⅳ－２．源泉地・居住地資本課税

税競争モデルにおける“均衡の非効率性”に

は，一般に２つの意味が含まれている。１つは

一括固定税を利用できないという制約に起因す

る非効率性であり，この制約の下での最適課税

体系は“セカンド・ベスト”の課税に対応する。

もう１つの非効率性は，（税競争文献における

主な関心事である）課税ベースの移動性に起因

するものである。Diamond and Mirrlees（１９７１）の

“生産効率性補題（production efficiency lemma）”

によれば，セカンド・ベスト課税体系は消費者

の選択に直接影響する税からなるものであり，

源泉地資本税のような生産活動への課税は含ま

れ な い。Gordon（１９８６）や Eggert and Haufler

（１９９９）が論じているように，労働・余暇選択，

消費・貯蓄選択及び資本移動を導入した多地域

モデルにおいて，労働税とともにセカンド・ベ

スト課税体系を構成するのは消費・貯蓄選択に

影響する居住地資本税である３７）。

このようなセカンド・ベスト課税の研究とは

異なり，Bucovetsky and Wilson（１９９１，section

４）は，源泉・居住地資本税によって課税ベー

ス移動性に伴う非効率性が解消されることを示

した論文である。即ち，源泉地資本税はセカン

ド・ベスト課税体系には含まれないものの，財

政外部性を解消するという意味においてサード

・ベストの課税体系に含まれていることになる。

この議論のエッセンスは，源泉・居住地資本税

を併用することで，各地域は経済全体の資本市

場から自らを実質的に隔離できるという点にあ

る。両課税が利用可能である場合，消費・貯蓄

選択に影響する資本純収益率，企業の資本投資

に影響する粗収益率，経済全体の資本市場で決

定される収益率はそれぞれ明確に区分される３８）。

住民厚生に影響するのは純・粗収益率であるが，

源泉・居住地資本税を使うことによって，これ

らの収益率を経済全体で決定される収益率とは

独立に操作できる（脚注３８の式を参照）。この

ことは資本市場の動向に関係なく住民厚生が決

定されることを意味するので，地域間資本移動

に伴う財政外部性が地方公共政策を歪めること

はない。これに対して，源泉地課税のみが利用

可能な場合，各地域で得られる純収益率と経済

全体で決定される収益率が一致するため，住民

厚生は資本移動の影響を被ることになる３９）。

Arachi（２００１）は，Bucovetsky and Wilson（１９９１）

のサード・ベスト課税体系の議論を，消費税・

資本税競争を統合した一般的税競争モデルに拡

張した研究である。複数の財が地域間で貿易さ

れている場合，サード・ベストな税競争均衡を

実現する課税体系として，源泉・居住地資本税

及び貿易財への原産・仕向地消費税が挙げられ

る。源泉・居住地資本税と同様に，原産・仕向

地消費税は，住民厚生を決定づける生産・消費

者価格を経済全体の財市場で決定される価格と

切り離すことで，財政外部性に伴う非効率性を

３７）生産効率性補題は元々閉鎖経済モデルで導出されたものであるが，多地域モデルの文脈でも屡々引用され
ている。しかしながら，Keen and Piekkola（１９９７）と Keen and Wildasin（２００４）によれば，多地域モデルで
生産効率性補題が成立するには，閉鎖経済で議論されるような最適課税体系に加えて，地域間財政移転手段
が必要とされる。移転手段が存在しない場合，間接的移転手段として源泉地資本税を含む生産課税の使用が
正当化され得る。但し，この議論は非同質地域のケースを想定したものであり，（本節で言及する Bucovetsky

and Wilson１９９１や Arachi２００１のような）同質地域間の対称均衡の分析には当てはまらない。
３８）純（粗）収益率を ρ（r），経済全体の収益率を R，そして源泉・居住地資本税率をそれぞれ t，τとすると，
収益率間の関係は “R＋t＝r” 及び “ρ＋τ＝R” の両式で示される。

３９）経済全体の資本供給が内生的である場合，源泉地資本税のみが利用可能であっても，均衡税率は過小であ
るとは限らない。例えば，Lejour and Verbon（１９９７）の２地域・内生的成長モデルでは，源泉地資本税は地
域間資本移動に伴う正の外部性に加えて，資本純収益率を下落させて他域の貯蓄（資本供給）を減らすとい
う負の外部性（彼らが“成長外部性”と呼ぶもの）を生む。後者の外部性が相対的に大きい場合，均衡税率
は過大になる。
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解消する４０）。

Ⅳ－３．居住地資本課税と情報交換

居住地資本税を実施するには，住民の域外投

資状況を把握する必要があり，情報収集・脱税

防止等の税務行政上の困難が伴う。Ⅳ－２節で

取り上げた諸研究は，このような居住地課税の

実施に伴う問題を一切考慮していない。ここで

は，住民の域外投資状況に関する情報の取得プ

ロセスを内生化した研究を取り上げる４１）。域外

投資への課税を行うには，投資先の政府から情

報提供を受けなければならない。そして，投資

先の政府は，地元住民の厚生を高める場合にの

み，他域からの投資状況を居住地の政府に通知

する。つまり，情報公開する投資額は政府間非

協調ゲームの戦略変数として扱われる。

この分野の先駆的研究である Bacchetta and

Espinosa（１９９５）は，２地域モデルで“地域間

情報交換⇒税率決定⇒住民による投資先の決

定”の３段階からなるサブゲーム完全ナッシュ

均衡を検討したものである。第１段階で各地域

は，居住地の政府に対して通知する投資額を決

定する。第２段階では，他域から通知される投

資額を与件として，地元住民の域内・外投資及

び他域からの投資に対する均一税率が決定され

る。第３段階では，地域間の情報交換状況と税

率を与件とした住民の投資決定が行われる。こ

のモデルにおいて，情報提供は他域からの投資

を減少させて税収を下落させる（直接効果）一

方で，他域政府の増税を誘発して自域の資本量

・税収を増やす効果（戦略効果）を持つ。情報

を受けた政府の立場から見ると，域外投資によ

る課税逃れの懸念が減少するので増税を行う余

地が生ずる。この戦略効果の存在は，政府間で

互いに情報提供が行われる可能性を生み出す４２）。

Bacchetta and Espinosa（１９９５）の分析は，自

域の厚生の観点から情報交換が行われることを

示しているが，彼らの議論は均一税率制約に拠

るところが大きい。Makris（２００３）によれば，

Bacchetta and Espinosa（１９９５）のモデルに差別

課税を導入すると，他域からの情報取得量を与

件として，各地域の厚生は自らの情報提供量に

依存しなくなる。このため，均衡情報交換量は

一意に定まらない。差別税率を通じて異なる形

態の投資（地元住民による域内・外投資及び他

域からの投資）を独立にコントロールできる場

合，情報提供は非協調ゲームにおける戦略変数

と し て の 意 味 を 失 う４３）。Eggert and Kolmar

（２００４）は，地元住民の貯蓄と他域からの投資へ

の差別課税とともに労働税を導入したモデルで，

やはり均衡情報交換量は一意に定まらないこと

を示している４４）。もう一つポイントとして，Bac-

chetta and Espinosa（１９９５）の戦略効果が，“情

報交換⇒税率決定”のタイミングに依存するこ

とは明らかである。均一課税制約の下では，両

政策の同時決定は直接効果のみが存在すること

を意味する。他方で，Eggert and Kolmar（２００２）

は，Eggert and Kolmar（２００４）と同じ差別課税

体系を前提したモデルに基づいて，政策決定の

タイミングに関係なく地域間の情報交換量が一

４０）資本税・消費税競争を統合したモデルでファースト，セカンド，サード・ベストの各課税体系を包括的に
整理した研究として，Eggert and Genser（２００１）がある。彼らの議論で特に興味深いのは，労働税と仕向地
消費税の組み合わせによって中立的課税を実現できるというものである。これらの税で必要税収が確保でき
る場合，ファースト・ベスト資源配分が達成できる。必要税収が確保できない場合，居住地資本税で追加税
収を得る必要があり，均衡はセカンド・ベストになる。

４１）Ⅶ－２節では，政府間の情報交換を“繰り返しゲーム（repeated game）”としてモデル化した研究を取り上
げる。

４２）線形生産関数（資本の限界生産力が一定）を前提する Bacchetta and Espinosa（１９９５）では，第３段階サブ
ゲームの解を得るために，域外投資費用関数（他域への投資にかかる費用）が導入されている。このモデル
からは，“完全な情報提供（他域からの投資をすべて居住地の政府に通知）は経済全体の厚生最大化に必ず
しも対応しない”という特異な結論が導かれる。（詳細については，彼らの数値計算例を参照せよ。）
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意に定まらないことを示している。

Bacchetta and Espinosa（１９９５）以降の諸研究

は，非協調ゲームの枠内で情報交換を扱うこと

の難しさを暗示している。これらの研究は，情

報提供に伴う税収効果に着目して戦略的情報交

換の可能性を検討したものである。Eggert and

kolmar（２００２）が論じているように，資本誘致

が税収以外の要因（例として，技術移転などが

挙げられる）によって直接的に住民厚生を高め

る場合には，地域間で戦略的に投資情報の交換

が行われる余地は益々小さくなるであろう。

Ⅳ－４．均一課税VS差別課税

複数の課税対象が存在する場合，各地域は税

率に対する弾力性や地域間移動性に応じて差別

課税を実施する誘因を持つであろう。複数税を

導入した最近の税競争研究では，非協調的な差

別課税に伴う経済全体への影響が検討されてい

る。その端緒となったのは，Janeba and Peters

（１９９９）と Keen（２００１）による均一・差別課税

の比較研究である。これらの論文を含む関連研

究の特徴は，税率と課税ベース量との関数関係

を定義・前提したシンプルなモデルに基づいて，

政府の税収最大化行動を検討していることであ

る。このシンプルさ故に，資本税競争を含む広

範な形態の税競争分析に適用可能な汎用性の高

い研究と評価できる４５）。

Janeba and Peters（１９９９）は，地域間移動可

能及び不可能な２種類の課税ベースが存在する

モデルにおいて，均一課税の優位性を主張した

論文である。いずれの課税ベースも税率に対し

て有限値の弾力性を持つが，移動可能な課税ベ

４３）Makris（２００３）について留意すべき点を３つ挙げておく。第１に，Bacchetta and Espinosa（１９９５）のモデル
に差別課税を導入すると，均衡において他域への投資が行われるには，限界的な域外投資費用（脚注４２を参
照）が負でなければならない。（この“域外投資のメリット”は，Bacchetta and Espinosa１９９５においても考慮
されているものであり，例として域内・外分散投資の利益が挙げられている。）他域からの投資に対する源
泉地課税は，域外投資のメリットを搾取する手段として使用される。第２に，Makris（２００３）では，投資先
の地域と居住地域の間で２重課税調整が行われるか否かに応じて，均衡の性質は大きく異なる。メイン・テ
キストの議論（均衡の非一意性）は調整が実施されないケースに対応する。調整が実施されるケースでは，
均衡において情報交換は一切行われない。情報提供を受けた政府は，地元住民の域外投資にかかる源泉地課
税について税額・所得控除等の財政負担をしなければならないので，調整が行われない場合に比べて域外投
資を抑制する誘因を持つ。従って，他域への情報提供は，自らの源泉地課税収入の下落を意味する。第３に，
Makris（２００３）の議論で特異なのは，情報交換を一切実施しない状態が経済全体の厚生最大化に対応すると
いう点である。この議論は，Baccheta and Espinosa（１９９５）の均一課税モデルで得られる結論（脚注４２で述べ
た完全情報交換の非効率性）に類似したものと言える。

４４）Eggert and Kolmar（２００４）の２要素（労働・資本）モデルは，Baccheta and Espinosa（１９９５）やMakris（２００３）
とは異なり，限界生産力逓減及び労働・余暇選択と消費・貯蓄選択を想定した Bucovetsky and Wilson（１９９１，
section４）に準じたものである。このモデルでは，資本市場で価格支配力を持たない２小地域間の税競争・
情報交換が検討されており，労働税が利用可能であれば他域からの投資に対して源泉地課税は行われない。
そして，資本税が居住地原則に基づく（地元住民への貯蓄課税のみが行われる）場合，他域からの情報取得
量を与件として，自らの情報提供量の変化は住民厚生に何ら影響しない。このため，“完全情報交換”と“全
く情報交換をしない”のいずれもが均衡条件を満たす。（Eggert and Kolmar２００４は，この２つの選択肢のみを
検討している。）前者の場合，労働税及び居住地資本税によって（Ⅳ－２節で議論された）セカンド・ベス
ト効率性が実現される。後者の場合には実質的に労働税のみが実施される。

４５）この適用可能性を示す例として，（後に言及する）Janeba and Smart（２００３）の分析には，政府目的が住民
厚生最大化であるケース（即ち，住民の行動が明示的にモデル化されたケース）も含まれている。なお，本
節で言及される研究とは別に，資本税競争モデルで独自に展開されている差別課税に関する研究もある。異
なるタイプの資本への差別課税を検討したWilson（１９８５）や Smith（１９９９）に加えて，最近では土地・資本
への均一・差別課税を比較検討したものもある。（関連研究はⅤ節及びⅥ節で取り上げられる。）また，Ⅳ－
３節における均一・差別課税の比較も関連研究として位置づけられよう。
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ースは相対的低税率の地域に集中する。各地域

の立場から見ると，移動不可能な課税ベースの

存在は，そこから得られる最大可能な税収が“保

証”されていることを意味する。非協調的に差

別課税が行われるケースでは，税競争によって

移動可能な課税ベースへの税率はゼロになるの

で，均衡税収はこの保証された税収そのもので

ある。均一課税のケースでは，保証された税収

の存在が税競争に対する抑止力になる。他域よ

りも低い税率の選択は，移動可能な課税ベース

の誘致を実現する一方で，移動不可能な課税ベ

ースからの税収を減少させるからである。各地

域は保証された税収を下回るほどの減税を行う

誘因を持たないので，経済全体の税収は差別課

税のケースよりも高くなる４６）。

Keen（２００１）は，Janeba and Peters（１９９９）

とは逆に，差別課税の優位性を主張した論文で

ある。彼のモデルでは，各課税ベースの総量は

経済全体で一定であり，各地域の課税ベース量

は地域間税率格差に依存する。この場合，課税

ベース毎の税率格差に対する弾力性（地域間移

動性の尺度）に応じた差別課税を行うことで，

均一課税の場合よりも高い税収を得ることがで

きる。非協調的差別課税は，高弾力性の課税ベ

ースに対する税率切り下げ圧力を生み出すもの

の，低弾力性の課税ベースに対する相対的重課

税によって税収を確保することができる。非協

調的に均一課税が行われるケースでは，全課税

ベースに税率切り下げ圧力が働くので，却って

低い税収しか得られなくなる。

Janeba and Peters（１９９９）と Keen（２００１）の

議論は，均一・差別課税の比較が課税ベースの

移動性や弾力性に関する前提に強く依存するこ

とを示している。Janeba and Smart（２００３）は，

両者の議論を統合した研究と位置づけられるも

のである。彼らの分析によれば，地域間移動で

きない課税ベースに相対的重課税が実施される

場合，各地域の差別課税政策を制約することで

（非協調的に差別課税が実施されるケースと比

較して）経済全体の税収を高めることができる。

しかしながら，全課税ベースの移動性及び総量

一定性を前提すると，差別課税に対する制約は

経済全体の税収を下落させる。これらの議論は，

それぞれ Janeba and Peters（１９９９）と Keen（２００１）

の議論に対応する。他方，全課税ベースの地域

間移動性及び総量可変性を前提する一般的なケ

ースでは，非協調的差別課税は経済全体の税収

を下落させる可能性がある４７）。

Haupt and Peters（２００５）は，Janeba and Smart

（２００３）とは異なる観点から，非協調的差別課

税の問題点を指摘した論文である。彼らのモデ

ルは，Keen（２００１）のフレームワークに“課

税ベースの地域選好”を導入したものである。

各課税ベースは特定地域に立地バイアスを持ち，

地域間税率格差が存在しない場合には，選好す

る地域への立地を優先する。各地域の立場から

見ると，自（他）域を選好する課税ベースは実

質的に弾力性の低い（高い）課税対象である。

このため，税競争の結果として，他域を選好す

る課税ベースに対する相対的軽課税が行われる。

しかしながら，全地域がこのような政策を行う

と，自域を選好する課税ベースに対しても低い

税率を保つ必要が生ずるので，経済全体の税収

は下落することになる４８）。

４６）均一課税による税収が保証された税収を上回る限り，各地域は均一税率を引き下げて移動可能な課税ベー
スを誘致しようとする。両税収を均等化する税率が均一課税の下での最低税率なので，経済全体の税収は差
別課税のケースよりも高くなる。（この最低税率の最も低い地域が，移動可能ベースを獲得する。）Janeba and

Peters（１９９９）の分析によれば，このような均一課税の優位性にも関わらず，均一・差別課税の体系自体が政
府間ナッシュ・ゲームを通じて内生的に決定される場合，均衡において差別課税が選択される可能性がある。

４７）例えば，供給弾力性の低い課税ベースが地域間税率格差に応じて弾力的に移動する場合，この課税ベース
への相対的軽課税が行われるであろう。このような非協調的差別課税は，経済全体の税収を最大化するタッ
クス・ミックスとは一致しない。
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Ⅴ．人口移動

多地域モデルに労働移動を導入した研究は，

生産要素としての労働移動のみを考慮したもの

と，労働移動・居住地選択を併せて考慮したも

のとに分類できる。Ⅳ－１節で取り上げた Braid

（１９９６）は前者のカテゴリーに含まれるもので

あるが，本節では居住地選択を導入した研究を

取り上げる４９）。居住地選択の自由が地方公共政

策に与える影響は，多数の競争的小地域の存在

を想定するのか，それとも有限数の大地域から

構成されている経済を考えるのかによって大き

く異なる５０）。また，人口移動に関しては，公共

財選好に応じた地域選択を理論化した Tiebout

モデルに基づく資本税競争分析も展開されてい

る。

Ⅴ－１．小地域・人口移動モデル

人口・資本移動を導入した同質小地域モデル

の税競争均衡を検討した論文として，Wilson

（１９９５）とMatsumoto（２０００a）が挙げられる。

これらの論文は，３要素（労働・資本・土地）

モデルに基づいて，地方政府による土地レント

最大化行動（脚注５０を参照）を検討したもので

ある。Matsumoto（２０００a）によれば，資本税の

みが利用可能な場合，税競争均衡において地方

公共支出は過小になる５１）。しかしながら，住民

への直接税と財産税（資本・土地への均一課税）

を想定するWilson（１９９５）のモデルでは，過

小公共支出の議論は必ずしも成立しない。彼の

モデルの特徴は，地方公共財供給に関する規模

の経済性と，この財の消費に関する混雑外部性

を導入していることである５２）。住民への直接税

は，人口増加に伴う限界的混雑外部性への課徴

として機能する。そして，規模の経済性の下で，

財産税は地方公共支出を賄う機能を果たす５３）。

この課税体系の下で，Wilson（１９９５）は，税競

争均衡の性質が住民への課税形態に依存するこ

とを示している。彼の分析で扱われているのは，

居住地選択のみに影響する人頭税のケースと，

労働・余暇選択を導入した労働税のケースであ

る。

人頭税のケースに関して，Wilson（１９９５）は，

財産税を通じて資本への課徴が実施されるにも

４８）つまり，他域の政府は，自域を選好する課税ベースを狙って税率を切り下げてくる。他域政府の戦略に対
抗して地域間税率格差を拡大させないためには，自らもこの課税ベースへの税率を切り下げなければならな
い。

４９）Ⅱ－２節で示した税競争文献の分類に基づくと，本節のメイン・テキストで取り上げられる研究は，リー
ジョナル・モデルに労働・人口移動を導入したものと位置づけられる（脚注１１を参照）。

５０）経済が小地域からなる場合，各地域は（資本純収益率を与件とするように）人口移動を通じて決定される
住民の厚生水準を与件として扱う。この場合，（Ⅴ－１節で言及するWilson１９９５やMatsumoto２０００aを含めた）
地方財政モデルで政策目標として広く受け入れられているのは“土地レントの最大化”である。経済に何ら
歪みが存在しないケースでは，土地レント最大化はパレート最適な資源配分をもたらすことが知られている
（Wildasin１９８６，１９８７を参照）。これに対して，経済が有限数の大地域からなる場合，各地方政府は公共政策
を通じて住民の厚生水準に影響することができる。

５１）資本税によって地方公共財・公共要素が同時に供給される場合，税競争均衡における公共支出構成の性質
は人口移動の有無に強く依存する。この点については，本特集号の小川論文を参照せよ。

５２）Wilson（１９９５）では，地方公共財の供給費用は供給量と人口に依存する。地方公共財量を与件として，混
雑外部性は費用が人口水準とともに増加することを意味する。そして，規模の経済性は１人当たりの費用が
人口水準とともに下落することを意味する。

政府間税競争の理論
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関わらず，同質地域間の対称均衡において地方

公共財供給は効率的であると主張している。し

かしながら，Matsumoto（２０００b）によれば，

この議論について留意すべき重要な点が２つあ

る。第１に，Wilson（１９９５）の人頭税ケースに

労働・余暇選択を導入すると，彼の支出効率性

の議論は成立しなくなる。第２に，労働・余暇

選択を導入した上で，財産税を資本税に入れ替

えると，均衡における支出水準は過小になる。

労働・余暇選択を導入した場合，地方公共財供

給が過小である必要十分条件は，財産増税によ

る公共支出の増加が地域資本量を減少させるこ

とである。つまり，支出非効率性は，資本移動

に伴う地域間財政外部性によって説明可能であ

る。しかしながら，人口移動モデルでは，この

政策変化によって地域資本量が増加する可能性

（過大供給の可能性）が否定できない。他方，

財産税を資本税に入れ替えた場合には，（資本

増税による）支出増加は他域への資本流出を引

き起こす５４）。

以上の議論から，人頭税のケースについては，

（財産税・資本税の違いはあるものの）人口移

動の導入が Z−M−Wの結論を根本的に修正す

るとは言えない。一方で，Wilson（１９９５）の労

働税のケースは，地域間資本移動に着目した従

来の税競争分析とは全く異なる結論をもたらす。

このケースでは，財産増税による支出増加が資

本流出を引き起こすとしても，地方公共財供給

は過大であるかもしれない。労働税が使用され

る場合，人口・資本移動によって引き起こされ

る税収上の外部効果は互いに相殺されてしまう

ので，課税ベース移動性に起因する地域間財政

外部性は存在しない５５）。支出非効率性は，むし

ろ労働課税に伴う余暇消費の変化が住民厚生に

直接及ぼす影響や，地域間人口移動が引き起こ

す他域での（地方公共財消費に関わる）混雑状

況の変化に起因するものである。この特性から，

人頭税のケースとは異なり，財産税と資本税を

入れ替えても支出非効率性に関する定性的結論

には影響しない。

５３）住民への直接税と財産税の機能は，“ヘンリー・ジョージ（Henry George）の定理”と関連している。この
定理は，人口移動の下で，土地レントへの１００％課税によって“純粋”地方公共財の効率的供給が可能であ
ることを示したものである。混雑外部性が存在する場合には，土地税に加えて人頭税が外部性内部化の手段
として必要とされる。（詳細については，Wildasin１９８６，１９８７や Richter２０００を参照せよ。）この文脈において，
Wilson（１９９５）のモデルは，土地税を資本への課徴を伴う非効率な税に置き換えたものであると位置づけら
れる。なお，人口移動と混雑税については，メトロポリタン・モデルに属する研究として Hoyt（１９９１b），Kre-

love（１９９３）及びWilson（１９９７）がある。これらの論文は，効率的混雑税である人頭税が存在しないケース
について，地方政府が住宅への消費課税（住宅資本と土地への均一課税）を代替的手段として使用すること
を示したものである。

５４）“財産増税による支出増加⇒資本流入”の可能性が存在する理由は，この政策変化によって人口・労働流
入が起こり得るからである。（逆に人口流出が起きる可能性も否定できない。）もし労働量が増加するならば，
労働・資本の補完性を通じて資本流入圧力が生み出される。（Ⅳ－１節で言及した Braid１９９６では，居住地選
択が捨象されているので，このような間接的資本流入効果は存在しない。）“財産増税による支出増加⇒資本
流入”が発生するのは，人口増加に伴う資本流入圧力が，財産税率上昇のもたらす直接的な資本流出圧力を
上回るケースである。“資本増税よる支出増加”のケースでは，人口流入によって資本流入圧力が発生した
としても，資本税率上昇に起因する資本流出圧力の方が強い。従って，“資本増税による支出増加⇒資本流
出”という結論が得られる。このように，労働・余暇選択を導入した人頭税ケースでは，政策変化に伴う人
口・資本移動の方向が逆である可能性がある。しかしながら，資本移動に伴う税収上の外部効果は，人口移
動に伴う税収上の外部効果よりも大きい。このため，（メイン・テキストで述べたように）資本移動に伴う
地域間財政外部性が支出非効率性を決定づける。

５５）労働税のケースでは，政策変化に伴って地域労働・資本量が常に逆方向に変化する。そして，これらの課
税ベース量の変化に伴う税収変化の合計はゼロになる。

政府間税競争の理論
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Ⅴ－２．大地域と自発的財政移転

有限数の大地域を前提するモデルでは，人口

移動は地域間外部性に起因する非効率性を解消

する効果を持つ。全住民が同質的であり地域間

移動費用が存在しない場合，この効果は最大限

に発揮される。各地方政府が居住者の厚生を最

大化する限り，人口移動によってもたらされる

地域間の厚生均等化は，全地域の政策目標が同

じであることを意味する。即ち，各地方政府は

自らの政策が均等化された厚生に影響すること

を知っており，他域の厚生を下げるような政策

は自域にとっても有害であることを認識してい

る。従って，非協調的に政策決定を行う場合で

も，地域間外部性は内部化されることになる。

このような人口移動のメリットに関する議論

は，Myers（１９９０）及び Krelove（１９９２）の研究

以来，“誘因等価性（strong incentive equivalence）

理論”として知られている。税競争文献で屡々

検討される同質地域モデルに関して，この理論

は人口移動が均衡の効率性を保証することを意

味する。Hsu（１９９５）やWellisch（２０００，Section

６．２．２）が示しているように，人口・資本移動

を導入した同質地域モデルで資本税のみが利用

可能なケースでも，誘因等価性によって対称均

衡は効率的になる。他方，非同質地域間の非対

称均衡が効率性を満たすには，人口分布をコン

トロールする手段として，地域間財政移転が必

要とされる。この点に関して，Myers（１９９０）

と Krelove（１９９２）における最も重要な議論は，

地域間で自発的かつ効率的移転が行われるとい

うものである。誘因等価性の下では，各地方政

府から見た望ましい地域間人口分布（つまり居

住者の厚生を最大化する人口分布）は互いに一

致するので，財政移転は効率的人口分布をもた

らすように実行される５６）。

Hercowitz and Pines（１９９１），Mansoorinan and

Myers（１９９３）及びMyers and Papageorgiou（１９９７）

は，人口移動のメリットに関する議論を不完全

移動のケースに拡張した研究である。地域間人

口移動に費用が伴う場合，選好・賦存が同質的

であっても，出身地（初期居住地）に応じて住

民の厚生水準は異なる。このため，誘因等価性

は成立せず，各地域の選好する人口分布は互い

に一致しない。それにも関わらず，非協調均衡

は“居住地選択の自由”という制約下のセカン

ド・ベスト資源配分集合に含まれる５７）。移動性

の程度に関係なく，自発的地域間移転は限界的

人口移動によって引き起こされる地域間財政外

部性を遮断・内部化する機能を果たす。同様の

議論を資本税競争の文脈で論じた研究として，

Burbidge and Myers（１９９４）と Wellisch（２０００，

Section７）がある。人口・資本移動が存在する

モデルでは，人頭税・資本税が利用可能であれ

ば，地域間移転を伴う均衡はセカンド・ベスト

効率性を満たす。資本税のみが利用可能であっ

ても，自発的移転が行われる限り，均衡は（利

用可能な課税の制約下での）サード・ベスト資

源配分集合に含まれる５８）。

５６）メイン・テキストで論じたように，効率的・自発的移転に関する議論の大前提は住民の同質性である。住
民間で選好あるいは要素賦存に関する非同質性が存在する場合，人口移動は誘因等価性を意味しない。この
点に関して，要素賦存に関する住民非同質性を考慮した Bucovetsky（１９９５）の議論を参照せよ。なお，Myers

（１９９０）と Krelove（１９９２）の２要素（労働・土地）モデルでは，地域は非同質的であるが，住民は選好・賦
存について同質的である。（地域毎に土地供給量は異なる一方で，住民は全地域の土地を均等に所有するも
のと前提されている。）

５７）この議論に関して留意すべき点を２つ挙げておく。第１に，不完全人口移動の下では，居住地選択の自由
がファースト・ベスト資源配分と整合的あるとは限らない。移動費用のために住民が移動しようとしないケ
ースでも，経済全体の生産・所得を最大化するために，人口・労働の地域間再配分が要求されるかもしれな
い（Myers and Papageorgiou１９９７を参照）。第２に，出身地に応じた住民厚生の相違は，効率資源配分が“集
合”として与えられることを意味する。
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Ⅴ－３．Tiebout モデルとの融合

地域間人口移動に関しては，（Ⅱ－２節で言

及したように）Tiebout（１９５６）以来，“足によ

る投票”に関する研究が蓄積されてきている。

その基本的発想は，自由な居住地選択を通じて

地域間の競争を促すことで，住民は自らの選好

に適合した地方公共財をより安い負担で供給す

る地域を見つけることができるというものであ

る。このような“選好に応じた棲み分け（Tie-

bout sortingと呼ばれる）”を資本税競争モデル

に導入した研究として，Brueckner（２０００，２００４）

がある。これらの論文では，移動可能な住民を

めぐる地域デベロッパー間の競争が分析されて

いる。経済には多数の競争的デベロッパーが存

在し，それぞれ異なる地方公共財・民間財量の

パッケージを提示する。各デベロッパーは，地

域間移動可能な資本への課税によって地方公共

財を供給し，資本税収と公共支出の差として定

義される利潤を最大化するように政策決定を行

う５９）。

Brueckner（２０００）は，資本税競争モデルに

おいても，人口移動を通じて選好に応じた棲み

分けが発生することを示した論文である。彼の

分析によれば，人口・資本移動下の均衡は，棲

み分けによる地域形成と，人口分布を与件とし

た資本税競争の２段階に分けて考えることがで

きる６０）。地方公共財選好の強い地域では，相対

的に高い資本税率が選択されて相対的に多い

（少ない）地方公共財供給（民間財消費）が行

われる。人頭税が利用可能なケースと比較する

と，最も地方公共財選好の強い地域（つまりも

っとも資本税率の高い地域）の地方公共財供給

は少なくなり，税競争によってこの地域の住民

厚生は下落する６１）。他方で，その他の地域につ

いては，税競争の結果として地方公共財供給・

住民厚生の下落が生ずるとは限らない。課税ベ

ース移動性のもたらす過小課税誘因にも関わら

ず，地方公共財選好の弱い地域は相対的低税率

によって課税ベースを獲得し，より多くの地方

公共財供給とより高い住民厚生を享受できる可

能性がある。

Brueckner（２００４）は，Brueckner（２０００）の

分析に基づいて，税競争均衡と全地域一律政策

という“集権化”状態で得られる均衡を比較検

討したものである。集権化によって地域間資本

配分の非効率性は解消される一方で，選好に応

じた棲み分けの利益も失われる。彼の数値計算

モデルによれば，両効果の相対的大きさは，資

本需要の弾力性と地方公共財に関する選好非同

質性の程度に依存する。弾力性が低く選好差が

大きいケースでは，地域毎の多様な地方公共財

量を実現する税競争均衡が，集権化均衡よりも

高い厚生をもたらす可能性がある。

５８）自発的財政移転の理論は，税競争のみならず，地方公共財の便益漏出（スピルオーバー）や環境問題など
幅広い分野に応用されている。関連研究については，Wellisch（２０００）の包括的レビューを参照せよ。人口
移動とは別形態の（より直接的な）地域間外部性を想定するこれらの研究では，人口移動の程度に応じて政
府間非協調均衡の性質は大きく異なる。完全移動のケースでは，自発的財政移転によって地方公共政策・人
口分布の効率性を実現できる。しかしながら，不完全移動のケースについては，移転によって実現できるの
は人口分布効率性及び移転拠出地域における地方公共政策の効率性のみであり，移転受け入れ地域における
地方公共政策は非効率であることが知られている。

５９）デベロッパー間の競争を通じて均衡利潤がゼロになる限り，この利潤最大化行動は，小地域・人口移動モ
デルにおける土地レント最大化行動と同じ特性を持つ（脚注５０を参照）。

６０）地方公共財に関する選好非同質性を導入した税競争研究として，Haufler（１９９６）の消費税競争モデルがあ
る。しかしながら，彼の分析では人口移動は考慮されておらず，選好による棲み分けは外生的なものとされ
ている。

６１）Brueckner（２０００）のモデルでは，人頭税は公共財に関する応益負担税として機能し，効率的な地域間資本
配分をもたらす。
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Ⅵ．税競争以外の非効率要因を含むモデル

Ⅱ－１節で指摘したように，Z−M−Wモデル

における唯一の非効率性要因は，課税ベースの

地域間移動性である。Z−M−W以降の研究には，

この要因に起因するものとは別形態の政府行動

の非効率性を考慮したものや，応用経済学一般

で検討されてきた市場機能の不完全性を導入し

たものが多数含まれている。本節では主な例（比

較的まとまった数の論文が存在するトピック，

あるいは比較的新しいトピック）として，税輸

出，リバイアサン政府，垂直的外部性，政府の

コミットメント能力の欠如，不確実性，情報非

対称性，そして非競争的労働市場を導入した税

競争分析を取り上げる。これらの研究では，様々

な非効率要因の下で，地方政府によって選択さ

れる資本税政策の特徴や機能が明らかにされて

いる。また，規範的観点からは，政府間税競争

によって他の要因から生ずる非効率性が相殺さ

れるケースや，逆に増幅・悪化してしまうケー

スが確認されている。

Ⅵ－１．税輸出

税輸出とは，税負担が他域住民に帰着してい

る状態を指す。地域を跨ぐ税負担の転嫁は，負

の地域間外部性として位置づけられる６２）。税競

争文献には様々な形態の税輸出を導入した研究

が存在するが，ここでは地域間移動不可能な要

素（土地等）や地元企業の所有権が多域に分散

しているために生ずる税輸出に焦点を当てる６３）。

Huizinga and Nielsen（１９９７，２００２a），Lee（２００３

a）及び Braid（２００５）は，多域に跨る所有権分

散の下で，資本税が税輸出手段として機能する

ことを示した論文である。域内の企業や移動不

可能要素への課税が不完全であり，自域で生み

出された所得が他域に流出する場合，この所得

を間接的に課税する手段として，地方政府は資

本税を使用する誘因を持つ。資本増税の利益が

（地方公共財増，他税の減税，補助金等の形態

で）地元住民に還元されるのに対して，負担の

一部（資本流出に伴う利潤・要素所得の下落）

は他域住民に帰着するからである。このことは，

資本増税に伴って，課税ベース移動による正の

外部性と税輸出による負の外部性が同時に発生

することを意味する。従って，税輸出を導入し

たモデルでは，均衡資本税率・公共支出の性質

（過大・小）は，両外部性の相対的大きさに依

存して決定されることになる。

税競争と税輸出を融合した研究には，Wil-

dasin and Wilson（１９９８）及び Lee（２００３b）のよ

うに，土地・資本の均一課税（財産税）と差別

課税の比較検討を行ったものもある。彼らの分

析によれば，土地所有権の多域分散によって税

輸出が生ずる場合，差別課税よりも均一課税が

６２）税輸出に関する基本的文献として，Arnott and Grieson（１９８１），Gordon（１９８３）やWildasin（１９８６）を参照
せよ。

６３）多域に跨る所有権分散は，Z−M−Wモデルの前提である“地元住民による移動不可能な要素の所有（Ⅱ－
１節を参照）”を緩和したものと位置づけられる。別形態の税輸出を導入した税競争研究の例として，Noiset

and Oakland（１９９５），Mintz and Tulkens（１９９６），Fuest and Huber（２００２）や Noiset（２００３）がある。Noiset and

Oakland（１９９５）の都市経済モデルでは，一部の居住エリアが地方政府のテリトリーから除外されるために，
生産エリアで実施される資本税の影響は完全に内部化されていない。Mintz and Tulkens（１９９６）と Fuest and

Huber（２００２）では，企業が多域に跨って生産拠点を有するので，資本税負担の一部が他域に転嫁される。
各地域が差別化された財を生産する Noiset（２００３）のモデルでは，資本税の機能は域内の財生産量を抑えて
価格を吊り上げることである。
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厚生上望ましい可能性がある。差別課税の場合，

地域間移動可能な資本への税率はゼロになり，

土地税のみが使用されるので，税輸出に起因す

る資源配分非効率性のみが残ってしまう６４）。他

方，均一課税の場合には，税競争による資本へ

の軽課圧力が土地にも及ぶので，税輸出に起因

する過大課税を抑制することができる。他域住

民による土地所有比率が大きい（つまり，税輸

出誘因が強い）ほど，税率切り下げ圧力を生み

出す均一課税は，差別課税よりも高い住民厚生

をもたらすであろう６５）。

Ⅵ－２．リバイアサンと政策決定プロセス

地方政府が公共予算余剰の最大化を目指す

“リバイアサン（Leviathan）”である場合，税競

争の経済的帰結は，Z−M−Wモデルから導かれ

るもの（過小課税・公共支出）とは全く異なる

ものになる。Buchanan and Brennan（１９８０）に

よれば，課税ベース移動性に伴う税率切り下げ

圧力は，リバイアサン政府による過大な課税や

予算余剰を抑制する効果を持つので，税競争は

住民厚生の観点から見て有益である６６）。

Edward and Keen（１９９６），Hange and Wellisch

（１９９８），Arikan（２００４）及び Rauscher（２００５）

は，資本税競争モデルにリバイアサン的政府行

動を導入することで，これらの全く異なる議論

を統合した研究である。地方政府の目的関数が

住民厚生及び公共予算余剰に依存する場合，税

競争は財政外部性を通じて住民厚生を引き下げ

る一方で，住民にとって無駄である公共予算余

剰を減少させる効果を持つ。このため，税競争

均衡において税率が過大なのかあるいは過小な

のかは明確でない。他方で，Hange and Wellisch

（１９９８）及び Arikan（２００４）は，地域数と住民

厚生の関係について明快な結論を導出している。

地域数の増加は，均衡資本税率及び公共予算余

剰をいずれも下落させると同時に，地方公共財

供給を増加させる。結果として，リバイアサン

的行動を導入した資本税競争モデルでは，地方

政府による住民厚生最大化を前提するケース

（Ⅲ－１節の Hoyt１９９１aを参照）とは異なり，

地域数の増加によって住民厚生を改善すること

ができる６７）。

Wilson and Gordon（２００３）及びWilson（２００４）

のようなリバイアサン的行動を考慮した最新の

税競争研究では，税・支出政策決定プロセスの

６４）地域毎の生産性リスクを想定するWildasin and Wilson（１９９８）では，税輸出に伴う土地重課税は，土地の
多域分散保有を通じたリスク回避行動を阻害する。Z−M−Wの資本税競争モデルに基づく Lee（２００３b）では，
差別課税が実施されると，土地への重課税が行われて地方公共財供給は過大になってしまう。

６５）このような均一・差別課税の比較に関連する研究として，Janeba（１９９８）が挙げられる。この論文は，Brander

and Spencer（１９８５）の“第３国モデル（third country model）”に地域間企業移動を導入したものである。企
業移動を考慮しない第３国モデルでは，各地域の政府は地元企業に過大な補助金を与える。この補助金は，
他域企業の市場シェア・利潤を下落させることで，（税輸出のように）負の外部性を生み出す。このモデル
に企業移動を導入した場合，差別的補助金政策の下では（地元住民によって所有される）地元企業への優遇
が行われる。他方，域内で生産する全企業への均一補助制約が課せられると，政府は非効率な補助金を交付
しなくなる。この理由は，地元住民が所有権を持たない企業が移動してきた場合に，補助金負担（実質的に
他域住民への助成）を迫られるからである。

６６）本節で“リバイアサン的行動を導入したモデル”と称されるのは，予算余剰の最大化に伴う住民厚生の損
失（高税負担かつ低公共支出）を明示しているモデルである。この意味において，本節で言及されるリバイ
アサン政府に関する研究は，（Ⅳ－４節で取り上げられたような）単に税収最大化を前提するモデルと一線
を画するべきものである。

６７）地域数変化の影響に関連する研究として，住民による浪費的政治活動を分析した Sato（２００３）がある。彼
のモデルでは，自らに有利な再分配政策を実現するために，住民は地方政府に対して政治的寄付を行う。地
域数増加による資本税競争の激化は，再分配に使える歳入を抑制することで浪費的な寄付を減少させる。結
果として，再分配の抑制にも関わらず，地域数の増加は社会的厚生を高める可能性がある。

政府間税競争の理論
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分離が前提されている。これらのモデルでは，

各地域で住民が厚生最大化の観点から税率を決

定し，地方政府は税率を与件として予算余剰を

最大化するように公共支出決定を行う６８）。この

政策決定プロセスの下で，住民は税率操作を通

じて地方政府の支出決定に影響力を行使できる。

また，税率を操作できない地方政府は，予算余

剰を増やすために移動可能な課税ベースを誘致

しなければならない。後者の効果は，地方政府

に対して公共サービス供給を増やす直接的誘因

を与える。従って，税・支出決定が分離されて

いる場合，課税ベース移動性は政府のリバイア

サン的行動を抑制して住民厚生を高める効果を

持つ６９）。

政策決定プロセスを考慮した資本税競争研究

には，Persson and Tabellini（１９９２）と Perroni and

Scharf（２００１）のように，中位投票者モデル（me-

dian voter model）に基づく分析も含まれてい

る７０）。Persson and Tabellini（１９９２）は，資本税

競争が住民の投票行動に与える影響を検討した

論文である。資本税競争に伴う過小課税・公共

支出を防止するために，住民は公共財選好の強

い政策担当者を選出する誘因を持つ。Perroni

and Scharf（２００１）は地域形成を内生化したモ

デルであり，その分析対象は資本税競争が地域

数・規模に与える影響である。各住民の選好す

る税率・公共財量が異なる場合，選好格差によ

る厚生ロスを避けるために，過大な数の地域（過

小規模の地域）が形成される７１）。しかしながら，

資本需要の弾力性が高いほど（つまり，税競争

による税率切り下げ圧力が強いほど），各住民

の選好する税率・公共財量の差が縮小され，均

衡地域数が減少するとともに全住民の厚生は高

くなる。この議論は，リバイアサン・モデルと

は異なる角度から，（政治プロセスに伴う非効

率性を緩和するという）税競争の有益性を示し

たものと位置づけられる。

Ⅵ－３．垂直的外部性

中央・地方の多層的政府構造の下では，課税

ベースの地域間移動性（水平的財政外部性）に

加えて，中央・地方間の課税ベース重複性（垂

直的財政外部性）が政策選択に影響する。Ⅱ－

２節で述べたように，これらの外部性は全く逆

の政策誘因を生み出すので，税競争が地方政策

決定に及ぼす影響は両外部性の相対的大きさに

依存する。

水平的・垂直的税競争を統合した研究は，

Wrede（１９９６，２０００），Flochel and Madies（２００２），

Keen and Kotsogiannis（２００３）のように中央・

地方政府の政策目的が予算余剰最大化（Ⅵ－２

節で言及したリバイアサン政府に対応）あるい

は税収最大化であるものと，Keen and Kot-

sogiannis（２００２，２００４）のように住民厚生最大

化を前提したものとに分けられる。これらの論

文では，主に中央・地方政府間のナッシュ・ゲ

ームが検討されているが，導出される結論は政

府の政策目的に応じて全く異なるものになる７２）。

リバイアサン・ケースでは，地方政府の生み

出す垂直的外部性は水平的外部性を上回り，中

央・地方税率はいずれも過大になる。総税率（中

央税率＋地方税率）は中央・地方政府の合計税

６８）地域間人口移動を前提するWilson and Gordon（２００３）では，人頭税と住宅消費税によって住民誘致に貢献
する地方公共財の供給が行われる。資本移動を前提するWilson（２００４）では，労働・資本税によって資本誘
致に貢献する地方公共要素の供給が行われる。

６９）同様の文脈で課税ベース移動性の有益性を主張した研究として，Janeba and Schjelderup（２００４）がある。
この論文では，税・支出政策決定はすべてリバイアサン政府に委ねられるという前提の下で，両政策の同時
決定と逐次決定（異なる政治家・官僚が税・支出政策を決定）が比較検討されている。彼らの分析によれば，
課税ベース移動性による公共予算余剰の抑制効果は，逐次決定のケースでより強く発揮される。

７０）Ⅶ－２節では，地域間協調の観点から投票プロセスを考慮した税競争研究に言及する。
７１）選好非同質性のために小規模地域が形成される結果として，各地域の税収・支出規模は小さくなり，住民
厚生は却って下落することになる。
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収を最大化する水準を超えてしまうため，減税

を通じて税収増加と住民厚生の改善を同時に実

現することができる７３）。住民厚生最大化のケー

スでは，地方政府が生み出す垂直・水平的外部

性の相対的大きさは必ずしも明確ではない。資

本供給（貯蓄）の弾力性が資本需要の弾力性よ

りも十分大きくない限り，水平的外部性が垂直

的外部性を凌駕して，地方資本税率は過小にな

る可能性がある。

Keen and Kotsogiannis（２００３，２００４）の分析

によれば，政策目的の違いは地域数と税競争均

衡との関係にも反映される。地方税率が過大に

なるリバイアサン・ケースでは，地域数の増加

による水平的税競争の強化（Hoyt１９９１aを参照）

は，過大な課税の抑制を通じて住民厚生を高め

る余地を生み出す。ところが，住民厚生最大化

のケースでは，地域数の増加は水平的外部性の

みならず垂直的外部性も悪化させてしまう７４）。

このケースでは，両外部性の相対的大きさに関

係なく（つまり地方資本税率の過大・小に関係

なく），地域数の増加は住民厚生を下落させる。

水平的・垂直的税競争を統合した最新の研究

として，Wilson and Janeba（２００５）の戦略的地

方分権化に関する議論がある。彼らの２国から

なる資本税競争モデルでは，各国内に中央・地

方政府のいずれもが供給可能な多数の公共財が

存在し，“中央政府による財供給分担の決定⇒

両政府による税率決定”の順で政策決定が行わ

れる。地方分担の財数の増加（分権化の進展）

は，中央・地方予算規模をそれぞれ減少・増加

させることで，水平的外部性を強化すると同時

に垂直的外部性を弱化する効果を持つ。結果と

して，分権化の進展は国内の総資本税率を下落

させる。分権化と総税率の負相関性は，互いに

資本税競争を展開する各国の中央政府に対して，

戦略的に分権化の程度を調整する誘因を与える。

もし各国の税率が戦略補完（代替）関係であれ

ば，他国の税率を引き上げて資本誘致競争を有

利に展開するために，中央政府は分権化を抑制

（促進）する誘因を持つ７５）。

Ⅵ－４．コミットメント能力の欠如

政府が自らの選択にコミットメントできない

場合，非可逆的投資に対して事後的に過大な税

が課せられる可能性があるため，投資行動は抑

制される。このような時間的不整合性（time in-

consistency）の問題を考慮した資本税競争分析

として，課税ベース移動性が過大課税の抑止力

になることを示した Kehoe（１９８９）が挙げられ

る。彼のモデルでは，住民・地方政府の行動決

定は“貯蓄決定⇒（源泉地）資本税率決定⇒投

資先決定”の順で行われる。サブゲーム完全均

７２）Keen and Kotsogiannis（２００２，２００３，２００４）の資本税競争モデルでは，各地域は移動可能な資本への源泉地
課税を行う一方で，中央政府は消費・貯蓄選択を通じて内生的に決定される資本供給への課税を行う。Wrede

（１９９６，２０００）と Flochel and Madies（２００２）は，課税ベース量と税率との関係を定義したシンプルなモデル
を使用しているが，均衡税率構造に関して得られる結論は，資本税競争モデルから得られるものと本質的に
同じである。なお，本節で取り上げる諸研究では，正の垂直的外部性の可能性（脚注１４を参照）や中央政府
による補助金政策は考慮されていない。（補助金についてはⅦ－１節を参照せよ。）

７３）例外として，Wrede（１９９６）が検討した“課税ベースの完全移動性”のケースがある。全課税ベースが相
対的低税率の地域に集中する場合，均衡総税率は中央・地方の税収合計を最大化する税率に一致する。

７４）中央・地方政府間の“税ゲーム”（Ⅲ－１節のWildasin１９８８を参照）を前提する Keen and Kotsogiannis（２００４）
では，中央政府の税率を与件として，各地方政府は自らの増税が中央政府の公共財供給を減少させることを
認識している。しかしながら，地方政府が考慮するのは地元住民への影響のみであり，他域住民への影響は
考慮しない。このため，地域数の増加とともに，各地方政府が内部化する垂直的外部性の割合は低下する。

７５）戦略（代替）補完は，ナッシュ均衡で各国の総税率が正（負）相関であることを意味する。Wilson and Ja-

neba（２００５）では，分権化の厚生効果は戦略代替・補完関係に応じて全く異なるものになる。中央政府間の
水平的税競争が過小課税の誘因をもたらしていることを考慮すると，戦略的分権化は税率上昇（下落）をも
たらす戦略補完（代替）のケースで住民厚生を高める（低める）ことになる。

政府間税競争の理論
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衡では，貯蓄決定後に税率が決定されるにもか

かわらず，税競争を通じて過大な課税は抑制さ

れるので，地域間資本移動の存在しないケース

よりも高い貯蓄・生産水準が実現される７６）。

Janeba（２０００）は，時間的不整合性問題に対

する税競争の有効性を認識しつつも，この対応

手段がもたらす負の側面に焦点を当てた論文で

ある。そのエッセンスは，企業が複数地域に生

産拠点を設立することによって税競争を引き起

こすというものである。企業・地方政府の行動

決定は“生産拠点設立⇒生産税率決定⇒各拠点

への生産割り当て”の順に行われ，各拠点の生

産能力は非可逆的投資の額に応じて定められる。

拠点自体は移動できないが，複数地域に拠点を

設けることによって，どの地域で生産を行うか

を税率決定後に選択できる。このため，非可逆

的投資が行われるにもかかわらず，生産活動の

誘致をめぐる税率切り下げ競争が生ずる。しか

しながら，税競争を引き起こすには過大な生産

能力（全拠点の生産能力合計＞生産物需要）を

保持する必要があり，過大投資に伴う厚生ロス

が発生する７７）。更に，均衡生産能力が過大課税

の抑制に必要な水準を上回る可能性もある７８）。

コミットメント能力の欠如に関する分析には，

Thum and Uebelmesser（２００３）や Andersson and

Konrad（２００３a）のように，住民による人的資

本投資と労働移動を考慮したものもある。これ

らのモデルでは，教育政策（人的資本投資促進

・抑制策）が導入され，“教育政策⇒人的資本

投資⇒労働税率⇒労働移動”という決定プロセ

スが前提されている。

Thum and Uebelmesser（２００３）は，税競争の

有益性を主張したものと位置づけられる研究で

ある。住民の域外における生産性を高める教育

政策が行われる場合，課税ベース移動性は過大

課税を抑制するのみならず，教育政策を通じた

人的資本投資の促進にも貢献する７９）。他方で，

Andersson and Konrad（２００３a）は，税競争が住

民厚生の観点から見て有害である可能性を指摘

している。この論文では，教育政策は人的資本

投資への助成あるいは課税としてモデル化され

ており，投資は労働生産性のみならず労働移動

性も高める。政府目的が予算余剰最大化である

場合，税競争は予算余剰・住民厚生をいずれも

低下させる可能性がある。税率切り下げ圧力を

嫌う地方政府が，労働移動性を低下させる目的

で，人的資本投資への課税を行うためである。

結果として，労働生産性は低下するので税収も

下落してしまう８０）。この分析は，リバイアサン

政府間の競争の有益性を主張した研究（Ⅵ－２

節を参照）とは逆の結論を導き出すものとして

興味深い。

７６）時間的不整合性問題については，資本税率構造の動態的特性に注目した“タックス・ホリデー（tax holiday）”
の研究がある。関連研究として Doyle and Wijnbergen（１９９４），Vigneault（１９９６）やWen（１９９７）を参照せよ。
そのエッセンスは，資本の不完全移動性と政府のコミットメント能力の欠如のために，税率は資本投資の初
期段階から時間経過とともに上昇するというものである。つまり，投資初期段階には資本誘致のために低い
税率あるいは補助金が選択される一方で，投資のサンク後には税率を高めるという一定期間に限定された優
遇政策が行われる。

７７）拠点設立費用の大きさに応じて，サブゲーム完全均衡は“複数地域への過大投資”あるいは“投資・生産
を一切行わない”のいずれかになる。投資費用が大きく１地域のみにしか生産拠点を設けられないのであれ
ば，現地政府による搾取を予想して，投資・生産活動は全く行われなくなる。

７８）Janeba（２０００）の数値例によれば，拠点設立費用の限界的増加によって投資総額が下落する場合でも，複
数地域への分散投資が保たれて均衡税率は変化しないケースがあり得る。この場合，費用増は過大投資状態
を緩和するので，経済全体の厚生は改善されることになる。

７９）地元労働者の域外での生産性を高めるような教育政策として，（国境を跨ぐケースでは）語学教育や異文
化教育等が挙げられる。Thum and Uebelmesser（２００３）における教育政策の機能は，地域間移動による過大
課税回避の可能性を高めることで，税政策上のコミットメント能力の欠如を補うことである。

政府間税競争の理論
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Ⅵ－５．不確実性

不確実性を考慮した資本税競争分析として，

同質小地域モデルに地域毎の生産性リスクを導

入した Chung and Wilson（１９９７）と Lee（２００４）

がある８１）。これらの論文では，地方政府の利用

可能な税に関して異なる前提が採用されている

ため，不確実性下の地方政策に関する議論は大

きく異なる。

Chung and Wilson（１９９７）は，不確実性下に

おける労働・資本所得税の機能を検討した論文

である。地域間移動不可能な労働については，

労働所得税を通じて税後所得の変動を緩和する

ことで，公共・民間部門間のリスク・シェアリ

ングが行われる。そして，地方政府と資本所有

者の相対的リスク選好に応じて，資本所得税は

両者の間でリスクを移転する手段として機能す

る８２）。他方，一括固定税と資本税を前提する Lee

（２００４）のモデルでは，移動できない労働に関

して，課税を通じた直接的なリスク・シェアリ

ングは考慮されていない。このモデルにおける

資本税の機能は，地域資本量を変化させること

で労働所得の変動を間接的に緩和することであ

る８３）。

Chung and Wilson（１９９７）と Lee（２００４）の

分析は，税競争均衡の性質についても異なる含

蓄を持つ。Lee（２００４）のモデルでは，不確実

性下の資本増税誘因によって税競争下の過小課

税誘因が相殺される。一括固定税が利用不可能

であり，資本税のみで地方公共財が供給される

としても，この増税誘因の下では過小供給が起

きるとは限らない。これに対して，Chung and

Wilson（１９９７）は，資本への源泉地課税のみな

らず，居住地課税を導入したケースについて税

競争均衡の性質を検討している。彼らの分析に

よれば，地域分散投資を通じて資本所得リスク

が完全に解消されない限り，Bucovetsky and

Wilson（１９９１，section４）のサード・ベスト効

率性の議論（Ⅳ－２節を参照）は成立しない８４）。

不確実性を導入した研究には，課税のリスク

・シェアリング機能や地域間移動のリスク軽減

８０）Andersson and Konrad（２００３a）では，教育政策は税政策上のコミットメント能力の欠如に伴う非効率性を
却って悪化させることになる。なお，同様のモデルを使用して，Andersson and Konrad（２００３b）は地方政府
による住民厚生最大化行動を分析している。彼らの分析によれば，人的資本投資に伴うリスク（高生産性・
高移動性を獲得できない可能性）が存在する場合，この政府行動の下でも税競争が住民にとって有益である
とは限らない。税競争は高生産性・高移動性の労働者に対する（事後的）過大課税を抑制する一方で，低生
産性・低移動性になった場合の税負担を増やす。このため，リスクを軽減するための民間保険が存在しなけ
れば，住民の期待効用は下落するかも知れない。

８１）課税ベース移動性と生産性リスクを導入したモデルの基本的枠組みについては，Gordon and Varian（１９８９）
が参考になる。

８２）Chung and Wilson（１９９７）は，地方政府のリスク選好指標として，確実・不確実な歳入の厚生効果を均等
化するプレミアムを導入している。（確実な歳入源として，資本元本への課税が想定される。）資本のリスク
・プレミアムが地方政府のプレミアムよりも高い（低い）場合，地方政府は資本所得への課税（助成）を実
施する。課税のケースは労働税に関する議論と本質的に同じである。助成を行う場合，リスキーな労働所得
税収を抱える地方政府は，そのリスクを資本所有者にも負わせていることになる。

８３）Lee（２００４）では均衡資本税率は正である。資本税は資本流出によって（資本・労働の補完性を通じて）
期待労働所得を減少させるものの，高・低生産性時の所得格差を縮小することでリスク回避的住民の期待厚
生を高める。

８４）完全なリスク回避が可能なケースでは，他域からの外部性は，経済全体の資本市場で決定される単一の（確
実な収益をもたらす資産と同等の）収益率を介したものになる。従って，Bucovetsky and Wilson（１９９１，sec-

tion４）の議論がそのまま適用できる。しかしながら，資本所得リスクが完全に解消されない場合，地域間
外部性を遮断するには，他域の政策が資本所得の確率分布に与える影響を中立化する必要がある。Chung and

Wilson（１９９７）のように投資先（地元・他域）に関係なく均一な居住地課税が行われる場合，このような中
立化は不可能である。
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機能が税競争によって妨げられることを示した

ものもある。例えば，Poutvaara（２００１）は，人

的資本投資の成果に関する個人的リスクを抱え

る労働者が地域間移動するケースについて，税

率切り下げ競争によって労働所得税のリスク・

シェアリング機能が損なわれる可能性を指摘し

ている８５）。地域生産性リスクを導入した Nielsen

（１９９８）のモデルでは，資本誘致を目的とした

域内投資の優遇と域外投資への重課税によって，

他域へのリスク分散投資は抑制されてしまう。

他方，全く逆の結論を導出している論文として，

Wildasin and Wilson（１９９８）が挙げられる。Ⅵ

－１節で述べたように，彼らの主旨は資本・土

地への均一課税が土地への没収的課税を抑止す

るということである。この議論は，税競争を通

じて生産性リスク回避のための土地分散保有が

促進されることを意味する（脚注６４を参照）。

Ⅵ－６．情報の非対称性

情報の非対称性を導入した資本税競争分析と

して，Huber（１９９９）及び Fuest and Huber（２００１

a）が挙げられる。これらの論文は，最適所得

課税理論を資本税競争分析に応用したものであ

り，労働技能や資産賦存が住民の私的情報であ

る場合について，地方政府によって実施される

再分配政策を検討したものである８６）。高所得者

は低所得者に成り済ますことで再分配に伴う課

税を逃れようとするため，実行可能な政策は高

所得者に対して真の情報提供を自己選択させる

ものに制約される。この“自己選択制約（self−

selection constraint）”の下で，地方政府は，居

住地所得課税に加えて，源泉地資本税あるいは

助成を使用する誘因を持つ。ここでの資本税・

助成の機能は，地域資本量を変化させて高所得

者が低所得者を装った場合に得られる厚生を引

き下げることである。このように自己選択制約

を緩和することで，地方政府は居住地課税を通

じた再分配を促進しようとする８７）。

情報制約に直面する地方政府の政策選択につ

いては，企業移動に焦点を当てた Osmundsen,

Hagen and Schjelderup（１９９８）の分析もある。

彼らのモデルでは，企業の移動費用が私的情報

であり，地方政府は（観察可能な）各企業の資

本投資に対して課税を行う。もし移動費用が私

的情報でなければ，低費用の企業（移動性の高

い企業）に対して投資優遇策が適用されるであ

ろう。しかしながら，情報非対称性の下では，

高費用企業は投資量調整を通じて低費用企業に

成り済まそうとする。この場合，完全情報のケ

ースとは逆に，地方政府は高費用企業の資本投

資を相対的に優遇することによって，自己選択

制約を緩和しつつ税源確保を行う。

８５）Poutvaara（２００１）では，地域間移動は人的資本投資の成果が確定した後に行われるので（つまり期待効用
ではなく賃金率の地域間格差に基づく移動），実質的に生産要素としての労働移動を扱う分析になっている。
同様に事後的労働移動を検討した論文として，Wildasin（２０００）がある。このモデルでは，地方教育政策に
よって高生産性・高移動性の労働者の数が決定されるが，事後的労働移動に起因する税競争の下で，地方政
府は過小な教育投資を行う誘因を持つ。

８６）Mirrlees（１９７１）や Stiglitz（１９８２）によって確立された最適所得課税理論は，情報経済学におけるプリンシ
パル・エージェント（principal−agent）理論に属するものであり，情報非対称性下のセカンド・ベスト再分配
政策を主たる検討対象にしている。

８７）Huber（１９９９）及び Fuest and Huber（２００１a）では，それぞれ労働技能（賃金率）と資本賦存が私的情報で
ある一方で，地方政府は各住民の労働・資本所得額を把握しているものと前提される。従って，高所得者（高
技能あるいは高賦存）が低所食者を装うためには，所得額を低所得者と一致させる必要がある。結果として，
虚偽申告者は，低所得者よりも少ない労働供給を選択する。このモデル構造の下では，資本量変化は，賃金
率変化を通じて虚偽申告時の厚生に影響を及ぼす。Fuest and Huber（２００１a）の２要素（労働・資本）モデル
では，資本助成を通じた賃金率の上昇によって虚偽申告時の厚生を引き下げることができる。他方，Huber

（１９９９）の３要素モデル（高・低技能労働及び資本）では，要素間の代替・補完関係に応じて均衡資本税率
の符号は異なる。
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情報非対称性と課税ベース移動性に関連する

他の研究として，投資先の生産性情報の欠如を

考慮したBond and Samuelson（１９８６）とGordon and

Bovenberg（１９９６）がある８８）。Bond and Samuelson

（１９８６）の２期間モデルでは，２期目になるま

で企業は各地域の生産性情報を得ることができ

ない。２期目に高生産性によって高税収が期待

できる地域は，企業誘致のために，相対的に低

い１期目税率を提示することで低生産性地域と

の差別化を行う。つまり，高生産性地域は，税

政策を企業に対するシグナルとして活用する。

Gordon and Bovenberg（１９９６）のモデルでは，

他域における生産性情報の欠如のために，地元

（他域）住民の投資は生産性の高い（低い）企

業へ向けられる。結果として，資本輸入量は過

小になり，地域の生産力が低下することになる。

この非効率性を是正する手段として，地方政府

は域外からの投資への助成と地元住民への投資

課税を併せて実施する。

Ⅵ－７．非競争的労働市場

最近の税競争研究において関心を集めてきた

トピックの１つとして，労働市場の非競争性と

資本税政策との関係が挙げられる。関連研究には，

非競争的賃金決定方式として独占的組合（mo-

nopoly union）を想定する Boeters and Schneider

（１９９９），Richter and Schneider（２００１）及びMat-

sumoto（２００４a）と，組合・企業間の交渉（wage

bargaining）を想定する Fuest and Huber（１９９９a）

及び Koskela and Schob（２００２）がある８９）。賃金

決定方式の違いに応じて均衡税率構造は異なる

一方で（脚注９２を参照），これらの研究で明ら

かにされたのは，地方政府の選択する資本税政

策が，税率，賃金率，雇用・資本量の決定のタ

イミングに強く依存するということである９０）。

Fuest and Huber（１９９９a）以降の研究で主流

をなしてきたのは，企業が税率・賃金率を与件

として雇用・資本量の決定を行うことを前提し

た上で，地方政府と組合のナッシュ・ゲーム（税

率・賃金率の同時決定），あるいは地方政府を

リーダーとするシュタッケルベルグ・ゲーム

（税率決定⇒賃金率決定）を検討したモデルで

ある。ナッシュ・ゲームの場合，賃金率を与件

とする地方政府は，地域資本量の増加を通じて

労働生産性向上と雇用促進を実現するために，

資本助成を実施する９１）。シュタッケルベルグ・

ゲームの場合，地方政府は，自らの政策が独占

的組合や組合・企業間の交渉によって決定され

る賃金率に影響することを認識している。この

ケースにおける資本税政策の機能は，資本量の

８８）これら以外にも関連研究として，コモン・エージェンシー（common ageny）理論を応用した Bond and Gresik

（１９９６），Haaparanta（１９９６）や Olsen and Osmundsen（２００３）などが挙げられる。これらの論文は，多域に跨
る企業（多国籍企業）の投資・生産活動をめぐる政府間競争を分析したものである。

８９）独占的組合モデルでは，組合が自らの利得を最大化するように賃金率を決定する。組合・企業交渉モデル
では，両者の利得から構成される“ナッシュ積”を最大化するように賃金率が選択される。本節で言及する
各論文は，内生的賃金率決定を想定するものである。他方，Oagwa, Sato and Tamai（２００５）のように，賃金
率が外生的に固定されている場合について資本税政策を検討した研究もある。

９０）地域間要素移動と非競争的労働市場については，資本税政策のみならず，雇用助成や失業給付の効果を検
討した研究もある。関連研究については，Cremer and Pestieau（２００４）のサーベイを参照せよ。

９１）労働・資本両課税が利用可能な場合，ナッシュ・ゲーム下の均衡資本税率は，地方政府が純・粗賃金率の
いずれを与件として扱うかに依存する。“粗賃金率を与件”とする Fuest and Huber（１９９９a）では，資本誘致
を通じて労働生産性を高めるために資本助成が行われる。他方，“純賃金率を与件”とする Boeters and Schneider

（１９９９）では，ナッシュ・ゲームの均衡資本税率はゼロである。地方政府は労働税率を操作することで（企
業の労働需要を決定する）粗賃金率に直接影響を与えることができるので，雇用促進手段として資本助成を
行う誘因を持たない。
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調整を通じて賃金率を引き下げることによって，

労働市場不完全性に伴う非効率性を緩和するこ

とである９２）。

このような税率・賃金率決定のタイミングに

着目した研究とは異なり，Matsumoto（２００４a）

は，非競争的労働市場に直面する企業の戦略的

投資に焦点を当てた研究である。地方政府・組

合・企業が“資本税率⇒資本投資⇒賃金率⇒雇

用量”の順で行動決定を行う場合，企業の投資

決定は賃金率に与える影響を踏まえたものにな

る。結果として，企業は労働コストの削減を目

指して戦略的に資本需要を変化させるので，資

本の限界生産力とその機会費用が一致しなくな

る。この場合，地方政府・組合間のシュタッケ

ルベルグ・ゲームに関して述べたような役割に

加えて，資本税政策は戦略的投資誘因を取り除

き投資効率性を保つ手段として機能する９３）。

Ⅶ．政府間移転と地域間協調

地方政府による非協調的政策決定が資源配分

非効率性を引き起こす場合，その補正手段とし

て政府間移転や地域間協調等が必要とされる。

政府間移転については，Ⅴ－２節で議論したよ

うな大地域・人口移動モデルに基づく自発的財

政移転の研究もあるが，本節では中央・地方政

府間の財政移転を考慮した税競争研究に焦点を

当てる。地域間協調については，最近の研究動

向として，一部の政策手段あるいは一部地域の

みに関する部分的政策協調や，地域間協調の形

成・維持可能性に関心が寄せられている。

Ⅶ－１．政府間財政移転

地域間外部性に起因する非効率性を補正する

方法として，ピグ―補助金理論に基づくマッチ

ング助成（matching subsidy）が考えられる。

資本税競争に関しては，Wildasin（１９８９）と De-

Pater and Myers（１９９４）がこの形態の補助金を

検討している９４）。そのエッセンスは，各地域の

資本税率変化に応じて，他域への外部効果（Wil-

dasin１９８９では財政外部性，DePater and Myers

１９９４では金銭的外部性）に等しい補助金を与え

るというものである。

税競争文献における財政移転の研究には，ピ

グ―補助金理論を応用したもの以外にも，財政

平衡交付金（equalization grant）が税競争に与

える影響に着目したもの，垂直的税競争に対応

した最適補助金政策，中央・地方政府間の情報

非対称性を導入した研究など多様なものが含ま

れている。以下では，これらのトピックに関連

する主な論文に言及する。

財政平衡交付金は，地域間財政力格差の是正

を意図したものであるが，最近の資本税競争研

究において資源配分効率性との関連が注目され

ている移転手段である９５）。関連研究として，

Kothenburger（２００２，２００４）と Bucovetsky and

９２）ナッシュ・ゲームの場合とは異なり，シュタッケルベルグ・ゲームにおける均衡資本税率構造は，賃金決
定方式に強く依存する。Boeters and Schneider（１９９９）及び Richter and Schneider（２００１）の独占的組合モデル
では，労働組合の価格（賃金）支配力は労働需要の弾力性と負相関であるため，この弾力性が地域資本量に
依存する限り，資本量調整を通じて価格支配力を減ずる手段として資本税あるいは助成が実施される。Koskela

and Schob（２００２）の賃金交渉モデルでは，均衡資本税率は労働・資本間の代替の弾力性に依存して決定される。
９３）この形態の戦略的投資に関連する研究として，Fuest and Huber（２０００）による投資補助政策の比較静学分
析がある。

９４）（脚注８で言及した）Dahlby（１９９６）では，課税ベース移動性のみならず，税輸出，垂直的税競争や地方公
共財の便益漏出などに対応したマッチング助成が包括的に検討されている。
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Smart（２００２）による課税ベース均等化助成（tax−

base−equalization grant）と歳入シェアリング

（revenue sharing）の比較検討がある９６）。歳入シ

ェアリングの下では，増税で得られる歳入増の

一部が他地域に移転されるので，資本税競争と

は別の過小課税誘因が発生する。他方，課税ベ

ース均等化助成は，実質的に課税ベースの減少

に対して補助金を与えるものなので，資本移動

に伴う財政外部性を内部化する機能を持つ９７）。

特に，経済全体の資本量が一定である Kothen-

burger（２００２）のモデルでは，完全な課税ベー

ス均等化によって税競争均衡は効率的になる。

しかしながら，貯蓄・消費選択を内生化した

Bucovetsky and Smart（２００２）のモデルでは，

部分的な課税ベースの均等化が効率的である。

経済全体の資本量が内生的である場合，増税は

資本移動に伴う正の外部性に加えて，資本供給

を減少させるという負の外部性も生み出す（脚

注３９を参照）。後者の負の外部性を相殺するに

は，課税ベース均等化を部分的なものとして正

の外部性を残す必要がある。

Kothenburger（２００４）は，中央政府による事

後的財政移転（ex−post transfer）が，課税ベー

ス均等化助成及び歳入シェアリングと同等の効

果を持つことを示した論文である９８）。“地方政

策⇒中央補助金”の順で政策決定が行われる場

合（地方がリーダーであるシュタッケルベルグ

・ゲーム），全地域で地方公共財の限界便益を

均等化するように補助金が配分される。この形

態の移転の下で，各地域の資本増税は，税収を

増加させて他域への財政移転を誘発する（歳入

シェアリング効果）と同時に，課税ベースを減

少させて他域からの財政移転をも誘発する（課

税ベース均等化効果）。事後的財政移転は歳入

シェアリング効果による過小課税の誘因を伴う

ので，その導入によって（補助金が存在しない

ケースの）税競争均衡よりも高い住民厚生が得

られるとは限らない。

垂直的税競争下での財政移転に関する研究と

して，地方政府から中央政府への移転（負の補

助金）の可能性を指摘した Boadway and Keen

（１９９６）がある９９）。この論文の特徴は，中央政

府が補助金によってではなく，税政策を通じて

垂直的外部性を補正する点にある。このために

必要な中央税率が負であれば，中央予算を補う

ために，地方から中央への一括固定移転が行わ

れる１００）。この議論は，垂直的税競争に対応した

中央・地方間の最適財政バランスに関して興味

深い洞察を与えるものである。しかしながら，

Boadway and Keen（１９９６）の分析は同質地域の

前提に強く依存する。一般に非同質地域が異な

る税率を選択する場合，税政策のみで垂直的外

９５）課税ベース移動性と平衡交付金については，先駆的研究として Boadway and Flatters（１９８２）がある。
９６）これらの補助金は，平衡交付金の特殊形態と位置づけられる。課税ベース均等化助成は，全地域の平均税
率に基づいて算出した各地域の税収（平均税率×課税ベース）と平均的地域の税収との差額を補助金として
交付するものである。歳入シェアリングは，全地域の平均税収と各地域の実際の税収との差を交付するもの
である。なお，平衡交付金については，大地域・人口移動モデルに基づく最近の研究として，Hindriks and

Myles（２００２），Boadway, Cuff and Marchand（２００３）や Figueres, Hindriks and Myles（２００４）がある。
９７）課税ベース均等化助成と同様の政策誘因を生み出すものとして，地方公共財便益の漏出が考えられる。他
域の資本量の増加及び公共支出の増加は，便益漏出を通じて自らの厚生を高めるので，課税ベース移動性に
伴う財政外部性は実質的に内部化される。便益漏出を導入した資本税競争分析については，Bjorvatn and

Schjelderup（２００２）を参照せよ。（この論文は，本特集号の小川論文において詳細に解説されている。）
９８）事後的移転は，地方政府による財政赤字やモラルハザードを招く可能性がある。この問題を税競争の文脈
で検討した研究として，Qian and Roland（１９９８）がある。（この論文については，本特集号の赤井論文を参照
せよ。）

９９）水平的・垂直的財政外部性が併存する場合の最適移転政策については，Boadway, Marchand and Vingneault

（１９９８）や Sato（２０００）による研究がある。
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部性を内部化するには，地域毎に差別的中央税

率を設定しなければならない。このような地域

毎の差別課税を実施できない場合には，Sato

（２０００）が示しているように，一括固定移転と

地方税率にリンクしたマッチング助成の組み合

わせによって効率性を保つ必要がある。

中央・地方政府間の情報非対称性と財政移転

については，Raff and Wilson（１９９７）及び Bucov-

etsky, Marchand and Pestieau（１９９８）らの研究

がある。これらの論文では，一定の地域情報が

地方政府のみによって保有されるという情報非

対称性と地域間要素移動を考慮したモデルに基

づいて，中央補助金政策によって達成可能な最

適資源配分の性質が検討されている１０１）。これら

の論文の（情報非対称性の形態を含む）モデル

構造はかなり異なるものであるが１０２），共通の結

論として，最適状態において生産要素の地域分

布は非効率であることが示されている。この非

効率性は，情報非対称性下のトレード・オフを

体現したものである。要素分布を歪めて地方政

府の自己選択制約を緩和することで，中央政府

は地域間財政移転を促進しようとする。つまり，

移転促進に伴う経済全体の厚生ゲインと非効率

な要素分布が引き起こす厚生ロスとの比較を通

じて，補助金を含む中央政策が決定されること

になる１０３）。

Ⅶ－２．地域間協調

Z−M−Wのような同質地域・同質住民からな

るモデルでは，全地域の統合や全地域による協

調的資本増税によって，資本税競争に伴う非効

率性を解消することができる１０４）。しかしながら，

同質地域モデルにおいても，協調が一部地域や

一部の政策手段に限定される場合には，その厚

生効果の分析は複雑なものになる。また，地域

あるいは住民が非同質的である場合，当事者間

の利害対立のために，地域間協調の形成自体が

困難になる可能性がある１０５）。

一部地域による政策協調を検討した資本税競

争研究として，Konrad and Schjelderup（１９９９）

１００）中央政府がシュタッケルベルグ・リーダーである Boadway and Keen（１９９６）では，課税ベース重複性に
起因する過大な地方税率を相殺するように，中央政府は負の税率を選択する。なお，中央税政策と負の移転
の組み合わせによる垂直的財政外部性の解消は，シュタッケルベルグ・ゲームのケースに限定されない。Hoyt

（２００１）によれば，中央・地方政府が税ゲーム（Ⅲ－１節のWildasin１９８８を参照）を展開する場合でも，同様
の議論が当てはまる。

１０１）ここでの“最適資源配分”とは，情報非対称性と課税ベース移動性という２つの制約の下で達成可能な
サード・ベスト配分である。なお，中央・地方政府間のプリンシパル・エージェント関係（プリンシパル＝
中央政府；エージェント＝地方政府）を導入した他の税競争研究として，Dhillon, Perroni and Scharf（１９９９）
がある。（この論文では，中央政府の補助金政策は考慮されていない。）

１０２）Raff and Wilson（１９９７）の労働移動モデルでは，中央政府は生産性の異なる地域間で再分配を行う。各地
域の生産性は地方政府のみが知る情報であるため，補助金は中央政府が観察可能な地域労働量及び賃金率に
条件付けられる。Bucovetsky, Marchand and Pestieau（１９９８）の資本税競争モデルでは，地方政府のみが住民
の選好に関する情報を有するものと前提される。このため，地域毎の地方公共財選好に直接リンクした差別
的助成は実行できず，中央政府は観察可能な地方資本税率にリンクした補助金を与える。

１０３）例えば，Bucovetsky, Marchand and Pestieau（１９９８）では，中央補助金が資本税率にリンクされるので（脚
注１０２を参照），資本配分効率性に必要な全地域均一税率は選好差に応じた財政移転を妨げることになる。彼
らの分析によれば，地方政府の自己選択制約を満たしつつ地域間移転を行うには，地方公共財を強く選好す
る地域の資本税率が相対的に高くなければならない。

１０４）ここでの経済統合の議論は，Hoyt（１９９１a）に基づくものである（Ⅲ－１節を参照）。協調増税の議論は，
全地域による均一資本増税の厚生効果を検討したWilson（１９８６）に基づく（脚注７を参照）。

１０５）地域間協調に関する他の主なトピックとして，消費税競争モデルを中心に検討されてきた税率均一化（tax

harmonization）の厚生効果がある。関連研究については Lockwood（２００１）を参照せよ。
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及び Sorensen（２００４）が挙げられる。Konrad and

Schjelderup（１９９９）によれば，各地域の反応関

数（資本税率）が互いに戦略補完関係にあれば，

一部地域のみの協調的資本増税でも全地域の住

民厚生を高めることができる。Sorensen（２００４）

は，このような部分的協調を通じて得られる各

地域の厚生ゲインの大きさと地域間資本移動費

用との関係を分析した論文である。移動費用が

低いほど，協調参加地域から不参加地域への資

本移動が大きくなるので，参加地域の厚生ゲイ

ンは小さくなり，むしろ参加しない地域が大き

なゲインを得ることができる。

一般に地方政府は，税・公共支出を含む様々

な政策手段を有するので，地域間協調が一部の

政策手段に限定されるケースも考えられる。こ

の形態の部分協調に関連する研究として，Fuest

（１９９５），Fuest and Huber（１９９９b），Cremer and

Gahvari（２０００），Marchand, Pestieau and Sato

（２００３），Stowhase and Traxler（２００５）などが挙

げられる。具体的に想定される政策手段に応じ

て分析内容は異なるものの，これらの論文では，

一部の政策に限定された協調に対して懐疑的な

見解が示されている１０６）。一部の政策手段に限ら

れた協調は，他の手段による課税ベース誘致競

争を誘発することで，その有効性が限定される

か，あるいは却って住民厚生を低下させる可能

性がある。

非同質地域間の協調については，当事者間の

利害対立の可能性を示す例として，Ⅲ－２節で

言及した Bucovetsky（１９９１）とWilson（１９９１）

の資本税競争分析が挙げられる。これらの分析

によれば，地域間人口格差が極めて大きい場合，

相対的小地域は（地域間財政移転を伴わない限

り）政策協調に参加する誘因を持たない１０７）。地

域間協調が困難であることを示した別の例とし

て，地方公共財に関する選好の非同質性を考慮

した Leite−Monteiro and Sato（２００３）がある。

均一資本税・支出政策を伴う経済統合は，資本

移動に起因する財政外部性を解消する一方で，

多数派地域住民の選好する地方公共財が供給さ

れることを意味する。このため，少数派となる

地域は，統合によって厚生ロスを被る可能性が

ある１０８）。

各地域内で住民が非同質的である場合にも，

地域間協調は困難になる可能性がある。例えば，

Fuest and Huber（２００１b）は，住民間の資本賦

存格差のために，協調的資本増税が各地域で過

半数の支持を得られないケースを示している。

１０６）各地方政府が公共財と公共要素を供給する Fuest（１９９５）のモデルでは，資本税率のみに関する協調は，
公共要素に偏った非効率な公共支出構成を引き起こす。（同様の議論は，複数の公共サービスを想定する Keen

and Marchand１９９７やMatsumoto２０００a，２００４bにも当てはまる。）源泉地資本税及び原産地消費税が課せられる
Fuest and Huber（１９９９b）のモデルでは，単一税に関する政策協調の厚生効果は，他税を使用した税競争によ
って完全に相殺されてしまう。Cremer and Gahvari（２０００）及び Stowhase and Traxler（２００５）は，それぞれ消
費税・資本税競争モデルに生産者の脱税行動を導入したものである。地域間協調が税率設定に限定される場
合，各政府は税務調査を緩和して課税ベースの拡大を行う誘因を持つ。Marchand, Pestieau and Sato（２００３）
は，労働・資本移動の下で資本税のみについて政策協調を行うと，労働税あるいは助成を通じた資本誘致競
争が誘発されることで，地方政府による再分配政策が抑制されてしまうことを示している。

１０７）この問題は，資本税競争に伴う資本配分非効率性によって，小地域が厚生ゲインを得ていることに起因
する。Haufler and Wooton（１９９９）や集積経済性モデルでは，地域間非同質性（集積経済性のケースは事後的
非同質性）は必ずしも協調を妨げる要因にはならない。Ⅲ－２，３節で指摘したように（特に脚注３３を参照），
課税ベース誘致競争の敗者の税率を高めることで，パレート改善が実現可能である。

１０８）この論文に関連する研究として，（Ⅴ－３節で言及した）Brueckner（２００４）による税競争均衡と集権均衡
との比較がある。なお，Leite−Monteiro and Sato（２００３）は，メイン・テキストで述べた経済統合の効果に加
えて，資本税率のみに関する協調（彼らが“連邦制”と呼んでいるもの）を検討している。この協調は，資
本移動に起因する非効率性を抑制しつつ，各地域に自らの選好する地方公共財の供給を認めるものであり，
全住民の厚生改善に貢献することになる。
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Granzzini and Ypersele（２００３）の中位投票者モ

デルは，各地域の中位投票者が異なる資本賦存

量を持つケースについて，資本税政策の協調が

困難になる可能性を指摘したものである。この

難点は，各中位投票者の望む再分配水準が資本

賦存に応じて異なることに起因している１０９）。

これまで言及してきた地域間協調に関する諸

研究は，協調的政策変化がもたらす厚生効果の

分析や，協調・非協調均衡の厚生比較に基づく

ものである。これらの手法を活用した研究の他

にも，ゲーム理論の観点から地域（群）による

協調形成行動を分析した論文がある。ここでは

関連研究として，地域間の“繰り返しゲーム”

を検討したものと，協調に参加する地域数を内

生化したものを取り上げる。

繰り返しゲームに基づく地域間協調の分析で

は，協調から離脱した場合に発生する他域から

の“引き金戦略（trigger strategy）”的反応が考

慮されている。ある地域が協調から離脱した場

合，当期において他の地域は協調政策を保つが，

それ以降は全地域の全政策変数が非協調的に決

定される。各地域が協調に留まるか否かは，短

期的な離脱の利得と長期的な非協調状態から被

る損失との比較によって決定される。このよう

な繰り返しゲームを税競争モデルに導入した研

究には，居住地資本課税に必要な地域間の情報

交換（Ⅳ－３節を参照）を分析した Bacchetta and

Espinosa（２０００）及び Huizinga and Nielsen（２００２

b）や，地域間賦存・選好格差が協調形成に与

える影響を検討した Cardarelli and Taugourdea

（２００２）がある。Bacchetta and Espinosa（２０００）

及び Huizinga and Nielsen（２００２b）は，静学ゲ

ームの非協調均衡で情報交換が行われないよう

なケースでも，繰り返しゲームを通じて情報交

換が維持される可能性を示したものである１１０）。

他方，Cardarelli and Taugourdea（２００２）は，移

動可能な課税ベースの賦存量の差や地方公共財

に関する選好の差が地域間で大きい場合，繰り

返しゲームを行っても協調的税政策が維持でき

ない可能性を指摘している。

資本税競争モデルで協調に参加する地域数を

内生化した Burbidge, DePater, Myers and Sen-

gupta（１９９７）及び Bucovetsky（２００３b）の分析

によれば，資源配分効率性の観点から全地域に

よる協調的資本税政策が望ましい場合でも，均

衡において達成されるのは一部地域による部分

的協調に過ぎない可能性がある１１１）。彼らのモデ

ルでは，各地域は自らを含む可能なあらゆる協

調グループの組み合わせについて厚生比較を行

ったうえで，一部あるいは全地域による協調に

参加するか否かの決定を行う。全地域による完

全協調状態よりも自域に有利な協調グループ構

成が存在する限り，他域を募って完全協調から

離脱することになる。経済が２地域のみで構成

される場合には，均衡において全地域による完

全協調が達成される。しかしながら，この結論

１０９）Fuest and Huber（２００１b）のモデルは，資本賦存が多い高所得層，少ない中所得層，そして労働のみを有
する低所得層から構成されている。域外投資費用の格差のために，高・中所得層はそれぞれ域外・域内へ投
資する。源泉地資本税によって地方公共財が供給される場合，協調的資本増税は高（低）所得層の厚生を低
める（高める）一方で，中所得層への厚生効果は不明確である。Granzzini and Ypersele（２００３）では，中位
投票者の資本賦存が平均的水準を超えるか否かに応じて，資本税あるいは助成を通じた地域内再分配政策が
決定される。各地域の中位投票者の間で資本賦存格差が大きい場合，協調的資本増税を行うか，それとも減
税を行うかについて，合意が形成できない可能性がある。

１１０）Bacchetta and Espinosa（２０００）のモデルでは，税率と他域への情報提供量の決定が同時である。（つまり，
Ⅳ－３節で議論した Bacchetta and Espinosa１９９５の戦略効果が存在しない。）Huizinga and Nielsen（２００２b）で
は，他域からの投資受け入れは，銀行利潤を高めることで地域厚生の改善に貢献する。（この発想は，Eggert

and Kolmar２００２に類似している。）これらの要因から，いずれの論文においても，静学ゲームの均衡情報交換
量はゼロである。しかしながら，繰り返しゲームが行われる場合，政府の時間割引率の値によっては，将来
に渡っての協調の利得を重視して他域からの投資に関する情報交換が行われる可能性がある。
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は３地域以上のケースには必ずしも当てはまら

ない。２地域ケースにおける選択肢は完全協調

と非協調均衡の２つしかないので，協調の厚生

ゲインを再分配するための地域間財政移転が可

能である限り，協調から離脱する誘因は存在し

ない。しかしながら，３地域以上になると，均

衡で一部地域のみによる部分的協調が生じ得る。

地域間財政移転が可能であっても，全ての地域

について，完全協調下の厚生が他のあらゆる可

能な部分協調で得られる厚生を上回るとは限ら

ない１１２）。

Ⅷ．おわりに

税競争文献は，課税ベース移動性の経済的帰

結に関する研究に端を発したものであるが，そ

の発展プロセスで実証・規範（positive, norma-

tive）の両面から実に多様な研究が生み出され

てきた。本稿では主に Z−M−Wの資本税競争

理論の拡張に関連する研究を紹介してきたが，

最後にこれらの研究の基本的方向性を簡潔に整

理しておく。

資本税競争理論の発展に貢献してきた諸研究

において重要課題の１つと位置づけられてきた

のは，“地域間移動する資本に対して課税が行

われる根拠・理由の解明”である。Z−M−Wモ

デルは資本課税の使用を単に“前提”しており，

McLure Jr．（１９８６）が指摘しているように，“ど

うして資源配分非効率性を引き起こす税を使う

のか？”という疑問が付きまとう。特に，源泉

地資本税は，（一括固定税を捨象した）セカン

ド・ベストの最適課税体系にすら含まれていな

い。このような批判を受けて，税競争文献では

資本課税の選択を内生的に説明できる理論モデ

ルの構築に精力が注がれてきた。本稿で紹介さ

れた諸研究では，複数税の利用可能性，人口移

動，税競争以外の非効率性の導入などを通じて，

政府に移動可能な課税ベースの活用を誘因付け

る様々な要因が明らかにされている。これらの

研究成果は，国・地方の両レベルで広範に地域

間移動可能な企業・住民・生産要素への課税が

行われているという現状を理論的に説明するも

のと言える。

Z−M−Wモデルの拡張に関わる別の重要なト

ピックとして，地域の非同質性と税競争均衡と

の関係が挙げられる。彼らが考案した同質地域

モデルは，それ以降の研究においても各地域内

の税・支出政策を分析する簡便なフレームワー

クとして活用されている。非同質地域モデルに

基づく分析は，Z−M−Wのフレームワークを現

１１１）Burbidge, DePater, Myers and Sengupta（１９９７）で想定される均衡概念は，“結託耐性（coalition−proof）ナ
ッシュ均衡”である。この概念に基づく均衡状態とは，一部地域による協調からの離脱が（他域の選択を与
件として）これらの地域に厚生ゲインを生み出すとしても，離脱した地域群内で更なる離脱が生ずる状態で
ある。離脱地域によって構成される結託の耐性を要求するという点において，通常のナッシュ均衡とは異な
る概念である。（同じ均衡概念に基づいて地方公共要素の便益漏出を検討したものとして，Myers and Sengupta

２００２がある。）Bucovetsky（２００３b）でも，（厳密には異なるが）基本的に同様の均衡概念を想定した分析を展
開している。

１１２）地域間移転を導入した議論は，Burbidge, DePater, Myers and Sengupta（１９９７）に基づくものである。協調
参加地域間の財政移転を除外する Bucovetsky（２００３b）では，２つのタイプの均衡が存在し得る。１つは全
地域による完全協調であり，もう１つは経済が２つの部分協調グループから構成されるケースである。この
ような結論の相違が存在するにもかかわらず，いずれの論文も均衡で完全協調が成立しない例として，（Bucov-

etsky１９９１とWilson１９９１で言及されているような）地域間人口格差が大きいケースを挙げている。
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実に近づけたものと位置づけられるが，単なる

資本税競争モデルの拡張というテクニカルな側

面に留まらない研究の広がりが見られる。関連

研究として，本稿では地域規模格差が税競争均

衡に与える影響について言及したが，この影響

に関する分析は（大企業の誘致競争や集積経済

モデルに見られるように）一般的な政府間非協

調ゲームの研究へと発展しつつある。

税競争の規範的側面について，Oates（１９７２）

や Z−M−Wの先駆的研究以来，“課税ベース移

動性に伴う過小課税・公共支出”の議論は，税

競争文献における“標準的”議論として幅広く

認知されてきた。しかしながら，この議論の枠

を超えた分析も多数輩出されてきている。本稿

で紹介された論文には，税競争に起因する非効

率性が必ずしも過小課税・公共支出に限定され

ないことを示すものも含まれている。また，（源

泉地）資本税以外の税や人口移動を導入したモ

デルに基づいて，課税ベース移動性に関わらず

（ファースト・ベストであるとは限らないもの

の）資源配分効率性が実現可能であることを示

す研究もある。（但し，居住地課税については，

Ⅳ－３節で指摘したような情報取得の問題があ

る。）その他にも，既存の非効率性を相殺・緩

和する手段として，税競争が有益であることを

主張する研究がある。これらの研究は，住民厚

生の観点から見て，課税ベース移動性が有益に

も有害にもなり得ることを明らかにしており，

経済のグローバル化や財政システムの分権化に

伴う影響を検討する上で，重要な理論的基礎を

提供するものと評価できる。

税競争文献を含む公共経済学一般では，分権

的政策決定が資源配分非効率性を伴う場合につ

いて，その対処方法として政府間財政移転や地

域間協調を重視する傾向がある。しかしながら，

本稿で取り上げてきた最近の税競争研究では，

特に地域間協調の有効性に懐疑的見解が提示さ

れている。一部地域や一部政策手段に限定され

た協調は，その厚生上の利得が限定されるか，

あるいは却って有害でさえある可能性もある。

地域・住民の間に存在する様々な形態の非同質

性は，協調の形成・維持自体を困難にするかも

知れない。これらの議論は，地域間協調が容易

に成立しないという現実を理論的に説明するも

のと言える。財政移転については，ピグー補助

金に代表される最適補助金システムの分析（中

央政府が万能であるという前提に立脚する分

析）とは異なるタイプの理論研究が増えつつあ

る。本稿で取り上げた関連研究では，平衡交付

金及び事後的補助金のような移転形式上の制約

や情報上の制約を導入することで，より現実に

即した観点から財政移転の分析が進められてい

る。
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